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むつ市議会第１９２回定例会会議録 第４号

平成１９年６月２２日（金曜日）午前１０時開議議事日程 第４号

◎諸般の報告

【一般質問】

第１ 一般質問（市政一般に対する質問）

（１）22番 大 澤 敬 作 議員

（２）21番 工  孝 夫 議員

（３）43番 目 時 睦 男 議員

（４）39番 鎌 田 ちよ子 議員

（５）13番 東 健 而 議員

【請願の紹介の追加及び取消し】

第２ 請願第１号の紹介の追加及び取消し

本日の会議に付した事件

議事日程に同じ
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◎開議の宣告

午前１０時００分 開議

〇議長（川端澄男） ただいまから本日の会議を開

きます。

ただいまの出席議員は51人で定足数に達してお

ります。

◎諸般の報告

〇議長（川端澄男） 本日諸般の報告については、

特に申し上げる事項はありません。

〇議長（川端澄男） 本日の会議は議事日程第４号

により議事を進めます。

◎日程第１ 一般質問

〇議長（川端澄男） 日程第１ 一般質問を行いま

す。

本日は、大澤敬作議員、工孝夫議員、目時睦

男議員、鎌田ちよ子議員、東健而議員の一般質問

を行います。

◎大澤敬作議員

〇議長（川端澄男） まず、大澤敬作議員の登壇を

求めます。22番大澤敬作議員。

（22番 大澤敬作議員登壇）

〇22番（大澤敬作） 日本共産党会派の大澤敬作で

ございます。おはようございます。一般質問を行

います。

まず第１に、旧アークスプラザに庁舎を建てる

という、そういう今までの動きもありましたけれ

ども、あの地域が本当に安全なのかどうか、この

点が懸念される状態であります。しかも、ここに

は問題を起こしている東京電力が寄附をしてい

る。幾ら寄附を受けたのか、明確にされたい。安

全性も問題でありますので、その安全性について

も、もし差し支えなかったらお答えを願いたいと

思います。

、 、 、第２に 川内町 木団地 唯一黒字の旧川内町榀

これがあの危険な状態を解体して、そして新しい

住宅に建て替えをしておったと。それがまだ残っ

ているのです。我が党の工孝夫団長も質問をし

ておりますが、これは必ず解決するまで続けて質

問しなければならない、そういう課題であります

ので、この点について、いつその危険な状態を解

消するのか明確にお答えを願いたいと思います。

第３の問題については、いろいろ新聞報道ある

いはテレビの報道、こういうのがありますけれど

も、年金の不明が5,000万件、年金をこのような

形でやるならば、年金をくれない、また今後とも

こういう状態を続けるならば、年金に加入する者

、 、もなくなる そういう重大な問題でありますので

、 、5,000万件の中身について 今何件ありますかと

こう聞かれても非常に困難な面もあるとは思うけ

、 。れども もしつかんでおったらお答えを願いたい

なお、高齢者への税の控除がなくなり増税にな

っています。配偶者特別控除、これも廃止になっ

て増税になっています。一体こうした増税の状態

がどれだけになっているか、明確にお答えを願い

たいと思います。

さらに高齢者の介護保険料、私があるところに

行ったら、おばあちゃんがつえをついて、介護保

、 、険料を取られているし だれか私を死なせてくれ

こういうことまで言われました。そうした立場か

ら考えるならば、この社会を担ってきた、そのお

年寄りが死にたいと、これくらい過酷な問題はな

いと思います。そうした立場から、介護保険料の

値上げだけではなくて、介護保険料を全面的に撤



- 114 -

廃して、今まで社会に貢献したことが本当によか

ったなと言えるような、お年寄りのそうした姿を

見て涙が出ました。どうか、そうした立場で社会

に貢献したお年寄りが、よかったなと言えるよう

な、そういう介護保険料撤廃、値上げなどという

ことでなくて撤廃、これをお考えかどうか。理事

者もかわって、市長職務代理者も困難な面もある

とは思うけれども、ぜひ明快な納得のいく答弁を

お願いして壇上からの質問を終わりたいと思いま

す。

〇議長（川端澄男） 市長職務代理者副市長。

（田頭 肇市長職務代理者副市長登壇）

〇市長職務代理者副市長（田頭 肇） 大澤議員の

庁舎移転に関する旧アークスプラザの安全性につ

いてのご質問にお答えいたします。

まず、補強して現庁舎をそのまま使用できない

かということについてお答えいたします。現庁舎

は、昭和53年に旧建設省建築研究所によります耐

力度調査を実施し、さらに平成７年に耐震にかか

わる調査を委託したところ、震度５程度の中地震

に対し、現庁舎が持つ性能値が必要とされる性能

値を下回り、今後発生が予想される震度６以上の

地震に対し、耐震性が確保されているとは言いが

たいとの報告がされております。昭和56年に必要

とされた箇所の補強を実施しましたが、それから

二十数年が経過しておりますので、現在はさらに

構造体の耐力低下が懸念されるところでございま

す。

これらを解消するための改修案としては、庁舎

１、２階に８カ所の壁を増設すること、議会棟に

おいて北側基礎の打ち増しをすることなどが考え

られますが、そうした場合、特に１階に壁の増設

を図ることになりますと、１階部分の市民サービ

ス窓口を含め、オープンスペースとしてのサービ

ス部門の窓口を狭めざるを得ない工事となります

ので、現実的ではないと考えているところでござ

います。

次に、旧アークスプラザの地盤についてのご質

問についてでございますが、地質調査報告書によ

りますと、地表部に粘性土、以下段丘堆積物であ

る火山灰質土を中心として堆積している地盤であ

ります。このような地盤状況の中で旧アークスプ

ラザの建物はよく締まった地層にくいを支持さ

せ、くいと建物が一体的に固定されているもので

あり、安全性は確保され得るものと考えておりま

すので、ご理解を賜りたいと存じます。

市の方で寄附をいただきました総額は、東京電

力、それから日本原子力発電株式会社からの合わ

せて15億円でございます。

次に、川内町 木団地建築についてのご質問に榀

お答えいたします。このことにつきましては、昨

年12月のむつ市議会第190回定例会におきまして

も大澤議員からご同様のご質問がありましたこと

からお答えしてきたところでありますが、川内町

、 、榀木団地建て替え計画につきましては 平成14年

川内町住宅マスタープランを策定し、昭和47年度

から昭和51年度に建築されたコンクリートブロッ

クづくり２階建て住宅の建て替え事業として、平

成15年度に事業着手し、平成19年度まで60戸を計

画し、平成16年度まで22戸が整備されたところで

ございます。しかしながら、新むつ市の公営住宅

ストック総合活用計画、いわゆる新市住宅マスタ

ープランの策定事務に取りかかることになったこ

とから、建て替え事業を一時休止しておりました

が、そのマスタープランが平成19年３月にでき上

がり、既に議員の皆様にもご高覧いただいたとこ

ろであります。市といたしましては、今後このマ

スタープランを基本に据えて、新市の住宅政策の

整合性を図り、既存ストックの状況を建て替え、

改善、維持保全の対象団地の区分に合わせて公営

住宅を総合的に活用していく方針といたしており

ます。



- 115 -

また、川内町 木団地における建て替え計画対榀

象住宅の25戸の危険性についてでありますが、ご

指摘の住宅は建築後30年から34年経過した住宅で

ありますものの、先般の調査結果からは著しい建

物の傾斜、ひび割れ、たわみ等は認められず、危

険性に対し、影響を及ぼすほどではないと判断い

たしておるところであります。

なお、今回策定したストック活用計画におきま

しては、この川内町 木団地についての建て替え榀

優先順位はむつ地区の緑町団地と並んで高い位置

に設定されているところでありますので、財政状

況を見きわめ、できる限り早い時期に建て替え事

業が再開できるよう努めてまいる所存であります

ので、ご理解を賜りたいと存じます。

次は、ご質問の３点目、福祉問題についてであ

ります。まず、大澤議員お話しの宙に浮いた

5,000万件の年金記録、いわゆる年金記録問題に

ついてのお尋ねについてでありますが、これは社

会保険庁が平成16年３月から始めた58歳時点での

年金記録の通知制度により再調査を請求する件数

が徐々にふえる中で、実際に納付したにもかかわ

らず社会保険庁の納付記録にはそれらの記録がな

いという事例があることが明らかとなり、次第に

その数が膨大な件数に上がることが判明したこと

で、年金加入記録に対する不安が広がり、問い合

わせが殺到する事態になったものであります。こ

れは、平成９年にそれまで加入する年金制度ごと

に付されてきた年金番号を基礎年金番号という形

で１人１番号に共通化され、制度を移った場合で

も変わらない番号を用いることで年金事務の効率

化や支給決定の迅速化等、確実な年金制度の運用

のために導入されたものでありますが、この際に

行わなければならなかった年金番号の統一という

手続が速やかに行われてこなかったことが今日の

問題につながったのではないかと推測しておると

ころであります。

今回の事態は、理由はどうあれ、年金制度の根

幹を大きく揺るがし、信頼を損なうことになりま

したことは大変遺憾なことでありまして、一日も

早く確認、統合等が終了し、納付した分は当然年

金としてもらえるのだというごく当たり前のこと

が、当たり前のこととして確実に行われるよう切

に願うものであります。

社会保険庁では、この問題に対する対応策とし

て新たなプログラムを開発し、確実な名寄せを行

うことで基礎年金番号の統一を平成20年５月まで

に実施することと、この結果に基づく確認のお知

らせを年金受給者については平成20年８月まで、

それ以外の被保険者については平成21年３月まで

に完了することとしておりますほか、マイクロフ

ィルムや市町村が保有する記録と社会保険庁の記

録との突合等徹底的なチェックを行うこと、年金

記録相談体制の強化を行うこと及び納付記録がな

い場合の審査を行う第三者委員会の設置等の対策

を講じることといたしております。

これを受けて、青森社会保険事務局むつ事務所

では、平日の相談時間を６月４日から午後７時ま

でに延長して対応しており、７月31日まで続ける

予定と伺っております。休日については、６月９

日、10日、16日、17日の土曜、日曜日に行ったほ

か、次回は７月14日の土曜日を予定するなど、相

談体制の充実を図っているとのことでありまし

て、相談者の数は、横浜町、六ケ所村を含む下北

管内の合計になりますが、６月４日から13日まで

の10日間で721名、１日平均約70名程度の方々が

訪れているとのことであります。

、 、また 市への問い合わせについてでありますが

６月４日から13日までに19名の方が相談に来庁い

たしております。おいでになられた方々には、確

認を行うための手順を説明するとともに、年金記

録の管理は社会保険庁が行っているため、青森社

会保険事務局むつ事務所で相談するか、あるいは
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年金記録を郵送で請求し、自分で確認できる方法

もあることを案内しておるところであります。

また、むつ事務所での時間外、休日等における

相談窓口の設置状況等を、６月25日発行予定の市

政だよりにおいて広報を行い、市民の皆様にも広

く周知を図ることといたしております。

大澤議員お尋ねの5,000万件のうちむつ市民の

件数は把握できるのかというお尋ねであります

が、申し上げましたように、現時点ではだれのも

のか判別できないために統合されず残っているも

のでありまして、困難な状況でありますことをご

理解賜りたいと存じます。

この問題は、年金番号を管理する社会保険庁が

主体となって動かなければ解決できない大きな社

会問題でありますが、かつて市町村が国民年金保

険料の収納を担っていたときの納付記録の提出

等、あくまでも国民年金という限られた範囲の中

でありますが、市としてできることは青森社会保

険事務局むつ事務所と十分に情報交換を行いなが

ら協力と連携を図り、市民の不安解消と正確な年

金制度の運用に向け努力したいと考えております

ので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、福祉問題についてのご質問の高齢者への

税控除がなくなったことによる影響について、こ

れは先日の質問にもお答えいたしましたが、その

辺の増減等については税務調整監から答弁をいた

させます。

次に、高齢者に対する介護保険料の引き下げに

ついてのご質問にお答えいたします。まず、高齢

者が多年にわたり社会の発展に寄与された功績を

たたえ、その労をねぎらう思いは大澤議員と同様

であるということを申し述べておきたいと存じま

す。介護保険料については、第３期介護保険事業

計画の中で平成18年度から平成20年度までの保険

料を定めております。平成18年３月のむつ市議会

第187回定例会におきましてご審議をいただいた

ところであります。また、平成18年９月のむつ市

議会第189回定例会におきまして、大澤議員のご

質問にお答えしておりますとおり、本制度は定め

られた負担割合で運営しなければならず、保険料

は40歳以上のすべての方のご負担をいただき、相

互扶助の精神に基づいて運営されるものでありま

す。

市では、現在６段階の所得区分を設けて、所得

に応じたご負担をお願いしているところであり、

議員ご発言の高齢者の保険料を引き下げることと

なりますと、この所得に応じて負担していただく

現制度そのものが崩壊することとなりますし、子

育て中の現役世代に大きな負担を強いることにな

ります。また、高齢者であっても現役世代以上の

所得がある方もおられる現状を考えますと、所得

区分により負担をお願いする方が合理性があるも

のと認識いたしております。したがいまして、高

齢者のみに着目した保険料の引き下げ措置はでき

ないということをご理解いただきたいと存じま

す。

なお、特別な事情がある場合は、徴収猶予また

は減免の制度の活用もできることとなっておりま

すので、申し添えておきたいと存じます。

〇議長（川端澄男） 総務部税務調整監。

〇総務部税務調整監（佐藤忠美） それでは、大澤

議員の高齢者の税控除がなくなったことに対する

影響について明確に答えよということでございま

すので、昨年の９月定例会、それから12月定例会

の議案審議でも大澤議員からいろいろとこの老年

者控除について質疑がありましたので、平成17年

からおさらいのつもりで申し上げたいと思いま

す。少しくどくなるかもしれませんが、よろしく

おつき合いお願いします。

まず、平成17年には、夫に均等割を課した場合

の妻の均等割非課税廃止といういわゆる共稼ぎ世

帯の方々の廃止がありました。均等割は個人市民
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税につきましては3,000円ですけれども 平成17年、

には共稼ぎの場合は緩和措置として1,500円が廃

止になっております。老年者の方々もこれに該当

しますので、あわせてこの廃止は735万円であり

ます。

それから、質問にありました配偶者特別控除、

これは配偶者控除上乗せ分といたしまして、配偶

者控除が33万円、それから配偶者特別控除は合わ

、 、せて33万円 66万円の控除がありましたけれども

こういう上乗せしている方に対しては33万円を廃

止しますというものでございます。これも老年者

の方々にも一緒にありますが、老年者となかなか

区別することはできないのですけれども、全体で

平成17年度は6,500万円増額となっております。

それから、平成18年は老年者65歳以上の所得金

額が125万円以下の非課税廃止の皆さんは、この

年は経過措置が３分の２の減額がありましたの

で、３分の１といたしまして、140万円増額とな

っております。

それから、老年者控除の廃止、48万円控除、こ

れがかなり大きいものだと思いますけれども、平

成18年度は4,730万円となっております。

平成18年度の三つ目は、65歳以上の公的年金控

除額の変更もございました。これは、年金から

140万円控除されておりましたけれども、この年

に120万円控除と、所得額でもって20万円廃止に

なったというものでございます。この影響額は

2,090万円でございます。

それから、先ほど申しました平成18年度には、

均等割を課した夫の妻の均等割、これも平成17年

に引き続きありました。平成17年度は1,500円で

したけれども、平成18年からは3,000円となりま

す。そのために、平成17年から平成18年にかけて

。 、1,500円増額ということになります その数値は

735万円であります。

それから、老年者に関係する平成18年度は、定

率減税が15％から7.5％と半分になりました。こ

れも影響しております。老年者と全体を分けるこ

とは少し難しいのでできませんが、全体では定率

減税の２分の１減額ということで１億1,500万円

増額となっております。

そして平成19年度は、老年者の先ほどの所得金

額125万円以下の非課税廃止、こちらが３分の１

減額、そして昨年からことしにかけて税源移譲で

税率がことしは10％、個人市民税の場合は６％に

なりますけれども、この影響で560万円増額とな

っております。

それから、定率減税は昨日横垣議員にもお話し

しました。平成19年度、１億700万円が増額とな

っております。

合わせまして、老年者だけの配偶者特別控除上

乗せ分とか、それから妻の均等割廃止とかあるの

ですけれども、そういうものを除いた老年者だけ

の125万円以下の非課税廃止、老年者控除48万円

控除 公的年金の控除額の変更 140万円から120万、 、

円になった変更として、老年者だけの３年間の累

計で申し上げますと、１億4,480万円がむつ市で

は増額となっております。これは、あくまで市県

、 、民税のうち 市民税だけの調べでございますので

よろしくお願いしたいと思います。

以上です。

〇議長（川端澄男） 22番。

〇22番（大澤敬作） 納得のいかない答弁ばかりで

甚だ私も遺憾に思っております。

まず、旧アークスプラザの問題でありますけれ

ども 「げんぱつ」の新聞を私はとっているので、

すけれども、それからいきますと、あの東京電力

は、新潟県の柏崎刈羽原子力発電所、福島県の原

子力発電所、これはかなり箇所も多いのですが、

原発の事故が起きたのは東京電力が８割を占め

る。こういう点で、この東京電力から寄附をいた

だくということは、何をねらっているか、こう言
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わざるを得ない。そういう点では、安全性という

、 、ことを言っているけれども 安全性に輪をかけて

ますます住民のそうした原発の問題について、大

きな課題をねらっての寄附だと私は考えるのです

が、どうでしょうか。

それから、２番目の川内町 木団地、やるとは榀

言っているけれども、合併になって中断して、風

が入って、がたがた揺れて、そして防犯灯を１灯

つけるのに、あなたたちは、予算を回してやらな

いから１カ月半もかかる。こんな状態では、何で

合併したのか、こういう声が出るのは当然でしょ

う。すぐにこの危険な状態の問題については、本

当に住民がそういう危険なところに入っているわ

、 、けですから 第一に財源が唯一黒字の旧川内町に

そういうことについて苦言が出ないような方向で

対応してほしいが、お答えを願います。

それから、福祉の問題ですけれども、いろいろ

数字を並べたけれども、納得できない。これは、

はっきり言って5,000万件のそうしたものについ

ては、これは朝日新聞ですけれども、全対象者に

保険証を改めて交付しろというのは、日本共産党

の国会での議論もありますので、それを参考にし

て、本当に暮らせるような、そういう状況になっ

ているという、そこのポイントがありますので、

その点についてお答えを願いたいと思います。

それから、税の問題については、いろいろお答

えをいただいたけれども、納得できない。年金が

こうで、そして税金が高くなって、そういう状態

では納得しなさいと言っても納得できません。そ

れから、高齢者の介護保険料、これについては死

にたいという、殺してくれという、あのおばあち

ゃんのそういう声に本当に涙が出ます。そういう

立場から、納得のいくような、その少ない年金か

ら介護保険料を天引きしている、こういう点を改

善するように求めますが、答弁を願います。

〇議長（川端澄男） 市長職務代理者副市長。

〇市長職務代理者副市長（田頭 肇） 庁舎の移転

にかかわるご質問の中での東京電力のそういう企

業体質ということでのご批判でございますが、こ

れは前の議会で半田議員からも、東京電力の偽装

問題ということで市長に体質を問う質問がなされ

ておりました。市長もそういう東京電力のこれま

でのいろんな虚偽、偽装といったものについては

遺憾であると。これは、機会を選んで直接、間接

的に注意を喚起したいということで述べておりま

した。私の方は、今その庁舎の安全性については

十分に心がけて移転等に備えるつもりでございま

すので、ご理解をお願いしたいと思います。

川内町の 木団地につきましては、今ご答弁申榀

し上げましたように、大澤議員お話しの危険な団

地部分25戸について、これは調査をいたしており

ます。そして、今そういう直接迫った危険性はな

いと、そして今財政の状況を見きわめまして、議

員に配布いたしましたストック活用計画に基づい

て早急な対応をしたいということでございますの

で、ご理解を願いたいと思います。

年金につきましてですが、先ほど説明したとお

りでございます。挙げて社会保険庁の問題でござ

いますが、要するに市の方としては、今むつ下北

管内のそういうご相談の方につきまして、まず全

面的に青森社会保険事務局むつ事務所と連携をと

、 、りまして その相談の方の不都合な部分について

できるだけ解消を図っていくというのが目下市の

方の対応でございますので、今そういうかかわり

をいたしております。しばらく経過を注視いただ

ければと、こう思います。

税の方は、今大澤議員の内容について税務調整

監、どう受けとめましたか、その辺でちょっとあ

と補足答弁してもらいます。

介護保険については、ご説明申し上げましたと

おり、撤廃ということでは、国、県、市というこ

とで、そういうあわせた制度でございますので、
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撤廃ということは現段階では無理であり、不可能

であると言わざるを得ないと思います。ご理解願

います。

〇議長（川端澄男） 22番。

〇22番（大澤敬作） まず、旧アークスプラザの東

京電力の問題について、いろいろそういう寄附を

いただいたということについては、反省もしてい

るようだけれども、中間貯蔵施設をねらっている

ということを、はっきり私はそういうねらいがあ

るなというふうに考えていますので、そういう点

は受けないように。これは、明確にしていただき

たい。

それから、庁舎の問題については、震度５でと

てもではないが危険だという点はわかるけれど

も、庁舎の近くには下北文化会館がある。こうい

うことで、調整をできないものかどうか。危険だ

ということについては、私もそういう答えを市長

からも聞いていますから、そういう点では、ここ

をもっと検討し直しをされないのかどうか、そう

いう点をお尋ねしておきたいと思います。

木団地については25戸、これについては早急榀

にやるということだから、その言葉は信用できる

かどうかは私も疑問に感じるけれども、早急にそ

ういう対応方を答弁どおりやれるように要請をし

ておきたいと思います。

、 、 。それから 福祉問題については これは困難だ

介護保険料も、それもなくすることはできない、

こういう点については、この福祉問題の年金の問

題やら介護保険、今まで社会に貢献したきた者を

税金でいじめて、これでいじめて、こういうこと

については納得できませんので、その点について

は、明確に反対の意見も含めて言っておきたいと

思います。もしお答えがあったらどうぞ。

〇議長（川端澄男） 市長職務代理者副市長。

〇市長職務代理者副市長（田頭 肇） 中間貯蔵施

設につきましては、これは今リサイクル燃料貯蔵

株式会社、事業者がことしの３月に事業認可申請

を国の方に提出しておりまして、原子力安全・保

安院の方での詳細調査に入っている段階でござい

ます。決してその寄附行為について、中間貯蔵施

設と絡ませるような市の方の内容となるものはご

ざいませんので、その辺はご理解を願いたいと思

います。庁舎の建設は、あくまでも移転について

のことでございます。事業主体は市でございます

ので、それについての事業者等のかかわりはござ

いません。ただ、寄附金についてはありがたくち

ょうだいしたという経緯でございます。

二つ目の 木団地については、ちょっと大澤議榀

員、私が説明した内容とほとんど違っていると思

います。市で行った調査の段階では、今直接及ぶ

危険性はないと。ただ、そういう老朽化の度合い

については十分認識いたしておりますので、今市

で策定いたしましたストック活用計画に基づいて

優先順位も高くなっているということで、ひとつ

財政事情の好転までよろしくお願いしたいという

ことでございます。ご理解願います。

〇議長（川端澄男） 22番。

〇22番（大澤敬作） 納得のいく答弁がない中で、

相当苦労もしているとは思うのですけれども、そ

ういう点では改善の方向、その危険な 木団地と榀

か、そういうもの等については早急にやって、そ

して中間貯蔵施設は、これはもう大問題中の大問

題ですからやらないように要望して、福祉を守る

ように、そういうことを提言しながら終わりたい

と思います。

〇議長（川端澄男） これで、大澤敬作議員の質問

を終わります。

11時まで暫時休憩いたします。

午前１０時４８分 休憩

午前１１時００分 再開

〇議長（川端澄男） 休憩前に引き続き会議を開き
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ます。

◎工孝夫議員

〇議長（川端澄男） 次は、工孝夫議員の登壇を

求めます。21番工孝夫議員。

（21番 工孝夫議員登壇）

〇21番（工孝夫） おはようございます。旧川内

町、日本共産党の工孝夫です。むつ市議会第

192回定例会に当たり、まずご逝去されました故

牛滝春夫議員及び故杉山肅市長に対しまして、改

めて心から哀悼の意を申し上げるものでございま

す。

それでは、通告に基づきまして質問をいたしま

す。

第１は、乳幼児医療費の受領委任払い制度につ

いてであります。この件につきましては、昨年９

月定例会でもただしたところでありますが、今回

も同様の趣旨で質問いたします。

子育ての大きな不安の一つは、子供の病気であ

ります。ご承知のように、とりわけ子供は病気に

かかりやすく抵抗力が弱いため、重症化すること

が多いのも実態であり、行政の支援が望まれてい

る件であります。ご承知のように、乳幼児医療費

給付が保健及び出生育児環境の向上を目的に平成

５年度から実施となりました。しかしながら、ゼ

ロ歳児は現物支給ではあるものの、それ以上の３

歳児までは入院、通院とも、また４歳児から就学

前の６歳児の入院費がともに償還払いでありま

す。一たん窓口での支払いは手続上も、そして何

よりも現金の準備による負担は大変な重荷であ

り、受領委任払い制度の確立は若い父母の切なる

願望となっております。昨年９月定例会での答弁

は、実現に向けて努力するという前向きなもので

ありました。そこで、この懸案事項はどのように

進んでいるのか、現状と今後の取り組み方につい

て答弁を求めます。

次に、森林整備事業に関して質問いたします。

21世紀は20世紀の開発の時代に対し、環境の時代

と言われ、それは地球温暖化の原因物質の削減数

値を内容とするいわゆる京都議定書運用ルールの

合意で明らかであります。そして、これと不可分

の軸をなしているのが森林問題であることも明確

です。

、 、我が国は 世界に冠たる森林資源を擁しながら

木材自給率が20％と極めて低く、先進国でも異質

と言われるゆえんですが、その根底には日米経済

摩擦の緩和策として1961年の木材自由化の閣議決

定があります。その後の1985年、1988年、1989年

の日米協議を経て1990年の日米林産物協議の本格

化へと進み、1991年には森林法の改正により大企

業による投機的な森林の買い占め、これと前後し

てバブル期の大企業などによるリゾート開発が加

。 、わりました こうした森林投機ではあったものの

バブル崩壊後は列島規模での大規模な開発林地の

放棄、破壊などが引き起こされていることはご承

知のとおりであります。それは、山村振興の挫折

と過疎化の速度を進め、森林における地域社会に

大打撃を与えたのであります。

しかも、政府のこうした政策展開は、これらに

とどまるものではありませんでした。1998年に制

定された国有林野事業関連法は、独立採算制によ

る特別会計を改定する一方で、一つに、全国14営

林局を７局に、二つに、229の営林署を98署に廃

止、統合し、直営事業の廃止、各種事業の大幅減

少と民間委託、三つに、累積債務の返還の一部は

1999年から50年かけて土地、林地の売却などによ

って返済することとしました。こうして政府は、

責任ある森林環境の保全を図るために、今や国際

、 、的な潮流となっている国有林の維持 管理を放棄

国有林野事業を解体し、財政面からも森林、林業

の崩壊の危機を加速しているのであります。
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以上が森林行政をめぐってのかいつまんだ経過

であります。私は、こうしたほんの一端の経過を

踏まえ、表題について尋ねるものであります。

この森林整備地域活動支援交付金制度は、平成

14年４月にスタートし、平成18年度までの５年間

の事業であります。趣旨として、林業採算性の悪

化による林業生産活動の停滞や森林所有者の高齢

化、不在村化を背景として適時適切な森林施業の

実施に不可欠な森林の現況の把握、雇用の整備等

。 、の活動が十分に行われなくなっている この結果

間伐等の森林施業が十分に行われない人工林が発

生するなど、このままでは国土の保全、水源の涵

養、地球温暖化の防止等の森林の有する多面的機

能の発揮に支障を来すおそれがあると述べていま

す。そのうえで、このような状況を踏まえ、森林

の有する多面的機能が十分に発揮されるよう適切

な森林整備の推進を図る観点から、国は都道府県

及び市町村を通じ、森林整備地域活動支援交付金

を交付し、地域活動の確保を図ることとする、こ

のようにその趣旨を説明しております。

そこで伺います。第１に、合併後の新市におけ

るこの事業の旧市町村ごとの実績についてお答え

ください。

第２に、この事業の今後の振興策についてお尋

ねするものであります。

以上、誠意ある答弁を求め、壇上からの質問と

いたします。

〇議長（川端澄男） 市長職務代理者副市長。

（田頭 肇市長職務代理者副市長登壇）

〇市長職務代理者副市長（田頭 肇） 工孝夫議

員のご質問にお答えいたします。

まず、国民健康保険加入者の乳幼児医療費の現

物給付についてでありますが、平成18年９月定例

会でのご質問に関して、その後の経過と現状につ

いてご報告いたします。

現在国民健康保険加入者のゼロ歳児だけに対し

て実施している現物給付を未就学児の６歳児まで

拡大し、保護者の一時払いの負担を緩和していた

だきたいという趣旨のご質問でありました。この

ことに対し、実施する方法として、医療費の請求

機関である国民健康保険団体連合会及び社会保険

診療報酬支払基金に委託する方法と医師会にお願

いする２通りの選択肢がある旨回答したところで

あります。請求機関に委託する場合においては、

請求機関のシステム変更に伴う経費及び委託料が

必要となります。また、医師会にお願いする場合

は、各医療機関の事務に負担とならないよう十分

な協議と医師会の理解と協力が必要であります。

現在現物給付を実施しているのは県内において八

戸市と弘前市、十和田市の３市で、いずれも医師

会の協力を得てのものでございます。

むつ市の乳幼児医療給付は、平成18年度実績で

5,960件、3,962万9,965円となっております。こ

の２分の１が県保健衛生補助金として歳入となり

ますが、給付件数と給付額を平成17年度と比較い

たしますと928件、128万2,524円減額となってお

ります。議員ご発言のとおり、制度の拡大は保護

者の経済的負担と利便性、病気の早期治療に役立

つことも考えられますが、一方無料化や現物給付

は医療費の増大をもたらすことも考えられ、厚生

労働省においては現物給付の制度をとる市町村に

対し、国民健康保険の国庫負担分を減額する措置

をとっております。しかし、乳幼児医療給付の地

域格差があってはならないことから、全国保険医

団体連合会では、当面小学校就学前までの国によ

る乳幼児医療費無料化制度を求めているところで

あります。反面小児科医からは、医療のコンビニ

化を懸念する声があることも事実であります。急

患ではないのに頻繁に通院したり薬を処方しない

ことに文句を言われるなど何か歯どめがないと、

本当の重症患者や急患への対応がおくれる等心配

されることが意見としてございます。
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市といたしましては、市民の強い要望のある事

項として考えておりますが、平成20年度から開始

される保険者に義務化された特定健診の問題につ

いても、医師会と本格的に協議しなければならな

い状況にあります。このことから、現物給付につ

いてはいましばらくお時間をいただき、医師会と

協議、検討させていただきたいと存じますので、

ご理解を賜りたいと存じます。

次に、森林整備地域活動支援交付金事業につい

ての質問にお答えいたします。近年林業採算性の

悪化や森林所有者の高齢化、不在村化等を背景と

して森林所有者の森林施業意欲が減退しており、

山林を所有しているが、山に入ったことがない、

山の場所がわからないなど、適時適切な森林施業

が行われない森林が発生し、このままでは国土の

保全、水源の涵養、地球温暖化の防止等、森林の

有する多面的機能の発揮に支障を来しかねない事

態が生じており、このことから国では平成14年度

から森林整備のための地域活動に対して支援金を

交付する森林整備地域活動支援交付金制度を実施

してまいりました。この交付金制度による地域活

動は、市町村合併前の旧川内町で取り組みが行わ

れ、合併後の平成18年度まで継続して実施されて

きたところであります。この事業は、旧川内町畑

地区のほか９地区で500ヘクタールの森林を対象

に、５年間で総交付額2,000万円で実施されたも

のであります。

国では、平成19年度から今後５年間で約100万

ヘクタールの人工林について森林施業の前提とな

ります情報を収集し、森林施業の集約化を促進す

るという政策目標を掲げ、林業事業体等による森

林施業の集約化活動を支援するため、新たな森林

整備地域活動交付金を創設したところでございま

す。この新たな事業は、森林情報の収集活動や施

業実施区域の明確化作業及び舗道の整備等を実施

する森林所有者や所有者から委任を受けた森林組

合等へ国が２分の１、県と市町村がそれぞれ４分

の１を助成し、５年間にわたって実施するもので

あります。

基本となります地域活動等は、平成18年度まで

実施された事業とほぼ同じでありますが、これま

での一律ヘクタール当たり１万円交付されていた

ものが、森林情報の収集活動は１万5,000円、施

業実施区域の明確化作業及び舗道の整備等は

5,000円となるなど、活動内容によって交付単価

が異なっております。本市では、900ヘクタール

を対象として施業実施区域の明確化作業及び舗道

の整備等への助成を予定しており、助成単価はヘ

クタール当たり5,000円で、予算総額は450万円を

見込み、本年３月、むつ市議会第191回定例会に

おいて御議決をいただいているところでありま

す。

事業実施者は、森林施業計画の作成主体で、対

象森林は林齢45年生以下の人工林で、30ヘクター

ル以上の施業の団地化が必要となることから、森

林所有者から委任を受け、森林施業計画を作成し

た森林組合等と協議を行い、集約化の可能性のあ

る地域を市内全域から選定し、さらに森林所有者

の同意を得た地域で実施したいと考えておりま

す。

この事業を担う森林組合では、施業集約化・供

給情報集積事業等を今年度から実施し、この中で

林家に施業方法等を提案できます施業プランナー

を育成し、林家のニーズに即した森林の管理を行

う計画が進んでいると伺っておるところでござい

ます。これら森林組合事業と森林整備地域活動交

付金事業を組み合わせることにより、森林所有者

の意識の掘り起こしや保育、間伐の推進等、新た

な森林施業の方向が見出せるものと考えていると

ころでございますので、ご理解を賜りたいと存じ

ます。

〇議長（川端澄男） 21番。
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〇21番（工孝夫） 乳幼児医療費の受領委任払い

制度について、まずお尋ねいたします。

今の答弁を聞く限りでは、まだ協議に入ってい

ないということですね。前回の答弁では、市民の

強い要望事項でありますので、関係機関と協議を

行うと。その際２通りあると。一つは医師会、も

う一つは各医療機関ということで答弁をされてお

ります。今の答弁は、昨年から見て、まだ具体的

に協議に入っていないと、もう少し時間を欲しい

というわけですから、やりたいという希望はある

ものの、まだ踏み出していないという点では極め

て遺憾だなというふうに私は思います。

そこで、今後の問題として、具体的にはどの機

関に依頼しようとしているのか。二つの団体に依

、 。 、頼していくのか 一つだけにしていくのか また

するとすれば、どれだけの期間が対象になってい

くのか、この点をまずご答弁願いたい。

〇議長（川端澄男） 市長職務代理者副市長。

〇市長職務代理者副市長（田頭 肇） 委託をする

とすれば医師会でございます。社会保険診療報酬

支払基金あるいは国民健康保険団体連合会という

のがございますが、やはりそういう拡大するとい

うことになれば、これは地元医師会のかかわりに

なってこようかと思います。

ただ、平成20年から新たにいわゆるメタボリッ

ク症候群等のそういう潜在的な健診制度というこ

とが義務づけられまして、また共済組合の検診車

等がなくなるというようなことで、かなりこの健

診制度自体の制度変更に伴いましての新たな検診

体制のためへの医師会への負担といいますか、お

願いをしなければならない事項がふえてまいりま

すことが一つ先ほど申し上げた事情でございま

す。これは、工孝夫議員ご承知のとおり、県は

３歳までということで、従来この補助をして対応

してまいりましたが、結果的に県の財政難という

ことではしごを外された経緯がございます。確か

にこの３歳ということでの制限、そこへ置いた基

準が何かということとなれば、今工孝夫議員お

っしゃったように、やはり流行性の疾病等に弱い

体質というのが３歳ごろまでというような基準の

もとでのそういう県の補助対応だったと思います

が、残念ながらそれが外されてしまいました。こ

れが市町村ということになれば大変な財政負担で

あるということは従来市長からも工孝夫議員に

対しまして述べていたところでございます。

私の先ほどの答弁は、従来の答弁を踏まえたも

のでございますが、何といいましても拡大するこ

とによって、そういう国の方のペナルティーがあ

るということを、まずこれを念頭に置いていかな

ければならないと思います。これは、皆さんもご

承知だと思いますが、拡大は市独自になりますの

で、今後独自ということでは、それに要する財源

。 、 、等がございます これは 新市長が登場してから

この問題についてはまた引き継ぎ協議して、対応

について新たな判断を求めたいと思っておりま

す。

以上でございます。

〇議長（川端澄男） 21番。

（ ） 、〇21番 工孝夫 新市長が誕生してから協議し

対応していくというご答弁でしたので、速やかに

この点は進めていっていただきたいという点で要

望しておきたいと思います。

森林整備に関する件でございます。旧川内町で

は、この制度ができてから平成18年度まで進めて

きたということでございます。合併してから、結

局新規の事業はなされない。しかも余り面積的に

もそうでしょうし、ましてや金額的にも少ないと

、 、 、いうことでは 一言で言って森林整備 森林振興

地場産業に対する力の入れ方が本当に極めて新市

の場合後手後手だと、私そう言わざるを得ないの

です。今言ったように、補助金事業ですから比較

的やりやすいのです。お金がないということはわ
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かりますけれども、先ほど市長職務代理者が答弁

したように、30ヘクタール以上、それをいろいろ

団地加算を組み合わせていくとやれないことはな

いし、それだけの公有林も合併になってから所有

したのです。ちなみに、あえて言わせてもらいま

すけれども、合併になってから、公有財産は

2,249万6,000平米です。そのうち旧川内町の面積

が1,721万9,000平米、９割を旧川内町で占めてい

るのです。これに個人の山林を含めますと、面積

が小さいなどという理由は、もちろん成り立たな

いし、問題は新市の地場産業へのてこ入れ、ここ

にかかってくる。ですから、これも新市長が誕生

してからの大きな新市の課題としてやっていくこ

とは間違いない事実だと思いますけれども、そう

いうことを本当に肝に銘じてしっかりやっていっ

ていただきたい。

先ほど私も森林の持つ広域的機能ということに

ついては、ただ一般論ではなくて、一応の経過も

述べたつもりですけれども、そういう点で、今は

考えるだとか、見直しだとか、もう言っていられ

ないぐらいおくれているのです。ですから、そう

いう点では、もう本当に急を要する課題だという

ことを述べておきたいと思いますけれども、森林

整備が必要だなという面積は、現在新市になって

からどれくらいあるのか把握しておったらお答え

願いたい。

〇議長（川端澄男） 経済部長。

〇経済部長（佐藤純一） 新市の森林の中でどれく

らいの整備面積か、つかんでいるかというふうな

ことですけれども、人工林の中でそれを具体的に

はまだ把握してございません。平成19年度から平

成23年度までのこの新事業による面積を私どもは

、年間900ヘクタール実施する予定でございまして

そのうち旧むつ市地域では395ヘクタール、旧川

内町地域では267ヘクタール、旧大畑町地域では

153ヘクタール、旧脇野沢村地域では83ヘクター

ルと、４地域で合わせておよそ900ヘクタールを

実施する予定でございます。

それから、合併してから先ほどの旧川内町で行

われた事業がほかの地域でやられていないのでは

ないかというふうなことをご指摘受けましたが、

平成14年度から平成18年度の５年間の事業でござ

いまして、途中から入るというふうなことは採択

されませんでしたので、私どもは新しく平成19年

度から実施されます事業で新市全地域を巻き込ん

で森林の整備を行おうということでございます。

〇議長（川端澄男） 21番。

〇21番（工孝夫） 平成14年度から始まったこの

補助事業は、途中からなかなか入るわけにはいか

なかったというご答弁でありました。今年度、平

成19年度から始まる事業として始めていきたい、

たしかそういう答弁でありました。その点でお聞

きしたいのですけれども、下北地方森林組合で平

成19年度からこれこれの事業をやりたいというこ

とで予算化依頼計画書というのを市に出している

はずです。それは計画なされたのかどうか。

〇議長（川端澄男） 経済部長。

〇経済部長（佐藤純一） 予算計画書、森林施業計

画が出されまして、その出された地域ごとの面積

が私が先ほど言った面積でございます。

〇議長（川端澄男） 21番。

（ ） 。〇21番 工孝夫 確認しておきたいと思います

先ほど部長が答弁したこの事業は、今年度におい

て実施すると、森林組合から出された計画は、そ

。 、ういうことですね 先ほども言いましたけれども

新市長になってからそうなろうかと思いますけれ

ども、森林の振興について、あるいはまたもちろ

ん森林ばかりではなくて、漁業でも農業でももち

ろんでありますけれども、これに力を入れるとい

うことを、もう最大の課題にして取り組んでいた

だきたいということを要望して私の質問を終わり

たいと思います。
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〇議長（川端澄男） これで、工孝夫議員の質問

を終わります。

午後１時まで休憩いたします。

午前１１時３３分 休憩

午後 １時００分 再開

〇議長（川端澄男） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎目時睦男議員

〇議長（川端澄男） 次は、目時睦男議員の登壇を

求めます。43番目時睦男議員。

（43番 目時睦男議員登壇）

〇43番（目時睦男） 大畑クラブの目時睦男であり

ます。むつ市議会第192回定例会に当たり一般質

問をいたします。

質問に先立ち、去る４月１日と５月31日に急逝

されました故牛滝春夫議員並びに故杉山肅市長に

対し、謹んで哀悼の意を表します。

杉山市長の悲報を知らされたのは、ちょうどそ

の日、議会活動の打ち合わせで議員控室にいたと

きでありましたが、突然の悲報に接し、今もまだ

信じがたい気持ちでいっぱいであります。今はた

だ、故牛滝春夫議員、故杉山肅市長のご冥福をお

祈り申し上げるとともに、大黒柱を失ったご遺族

が、その悲しみから一日も早く乗り越えられます

ことを願うものであります。

お二人とは、新むつ市となった合併以来の短い

期間でのおつき合いでありましたが、故牛滝春夫

、 、議員は いつも笑顔を絶やさない穏和な方であり

また故杉山肅市長は、豊富な政治経験と自らの政

策に対する信念と情熱には政治家として多くのこ

とを学びましたが、お二人には今後も新むつ市の

発展にご活躍を期待していただけに残念でなりま

せん。

志半ばにしての故牛滝春夫議員、故杉山肅市長

、 、のみたまに 長い間ご苦労さまでしたと申し上げ

通告に従い質問をさせていただきます。

質問の最初は、市職員の給与問題についてお伺

いいたします。４市町村の住民の皆さんが多くの

不安と期待を持ちながら合併し、新むつ市となっ

てから早いもので２年３カ月を経過いたしまし

た。私は、この間の合併に至る経過の中で、それ

ぞれの市町村幹部の皆さんのご苦労はもちろん、

その仕事に努力してきた職員の皆さんに改めて感

謝と敬意を申し上げるものであります。そして、

新むつ市となった今日、公僕としての職員がそれ

、 、ぞれの持ち場 立場で市民の期待にこたえるため

これまで以上に自覚と責任を持って仕事に当たる

ことによって合併効果が生まれるものと確信して

おります。

、 、しかし これまで合併した旧市町村それぞれが

労使及び議会の努力により築き上げてきた職員給

料表があり、昇給基準が異なっていることから、

合併後の職員給与のあり方について合併協議会で

の具体的調整方法として、合併時にむつ市を基準

として新市における職制を考慮し、再編、調整す

るとなっておりますが、職員が持ち場、立場で互

いに連携し、意欲を持って仕事に従事するために

は、同一労働、同一賃金を基本に均衡ある給与体

系の確立を図らなければならないことはごく当然

であると考えるところであります。

そこで伺いますが、第１点は、合併協定書の中

で一般職の身分の取り扱い内容を見ますと、職員

の給与などについては現給を保障し、職員の給与

の適正化の観点及び不均衡が生じないよう、合併

時に新市において適正に再編する。職員の職の設

置、職名、職階及び任用要件については、人事管

理の適正化の観点から新市の職制などを考慮し、

合併時に新市において速やかに再編するとありま

すが、これまでの再編内容をお示し願います。
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第２点目は、本市の初任給、昇格、昇給などの

基準に関する規則の附則第２項では、この規則施

行の際、現に在職する職員の給料月額の決定につ

、 、 、いては この規則の基準に従い その職員の学歴

免許などの資格及び経験年数に基づき再計算を行

うものとする。川内町、大畑町及び脇野沢村の編

入に伴う経過措置となっておりますが、再計算を

行っているのかどうか。行っているならば、その

内容を、行っていないならば、その理由をお示し

願います。

第３点目は、学歴、免許などの資格及び経験年

数が同じ職員の給料月額はどのような実態になっ

ているのか。

第４点目は、合併協定書にある再編がなされて

、 、いないとするならば 今後に向けた再編の考え方

時期、財源をお示し願います。

次に、選挙の投票時間と開票時間短縮について

伺います。ことしは、４月の統一地方選挙に始ま

り先般行われた知事選挙、そして７月には杉山市

長の死去による市長選挙、参議院議員選挙、９月

には市議会議員選挙が予定されておりますが、合

併以降の各種選挙時の最終開票終了時間が６月３

日執行の知事選挙では23時32分と県内最長であ

り、その前の４月８日に執行された県議会議員選

挙では23時47分と県内最長の八戸市に次ぐワース

ト２位でありましたし、合併後最初に行われた平

、 、成17年の衆議院議員選挙では 翌日の１時16分で

県内ワースト２位の時間でありました。これは、

選挙管理委員会として開票時間の短縮に努力をし

てきたうえでの結果であるとは思いますが、市民

の方々から聞かされるのは、なぜもっと早くでき

ないのかとの声であります。特に県議会議員選挙

では、本市の開票のおくれから、最終議席の確定

がむつ市選挙区となったことに対する率直なあら

われであろうとも思うからでありますし、実効あ

る改善策をあらゆる角度から検討しなければなら

ない課題であると認識しているところでありま

す。

、 、 、そこで 何点かについて伺いますが １点目は

投票終了後の投票箱の輸送、開票事務の短縮に具

体的にどのような対策を講じてきたのか。

２点目は、対策を講じたとするならば、そのこ

とによりどれだけの時間が短縮できたのか。

３点目は、６月11日開催の選挙管理委員会にお

いて、７月15日投票の市長選挙から21投票所の投

票終了時間の１時間繰り上げ実施を決定したとの

新聞報道があります。このことについては、本会

議に上程されております平成19年度一般会計補正

予算に対する質疑での柴田峯生議員の発言にもあ

りますが、投票時間延長実施の過去の経緯との整

合性をどのように考えての対策なのか。また、そ

のことに対し、市民合意をどのように図る考えか

お聞かせ願います。

、 、以上 理事者の誠意ある回答をご期待申し上げ

壇上からの質問といたします。

〇議長（川端澄男） 市長職務代理者副市長。

（田頭 肇市長職務代理者副市長登壇）

〇市長職務代理者副市長（田頭 肇） 目時議員の

ご質問にお答えいたします。

まず、市職員の給与問題についてであります。

ご質問の１点目は、合併協定にある再編内容を示

せということについてでありますが、これまでの

再編内容といたしましては、適用されていた給料

表について、国公準拠の観点から大きな差異はな

かったものの、旧４市町村間において異なってい

た一定部分については、むつ市職員の給与に関す

る条例に規定されている給料表を適用する形で再

編されております。その際、合併時点の給料月額

は、それぞれの市町村で決定された初任給、昇給

履歴を尊重し、現給を保障することを前提として

調整がなされたところであります。また、職の設

置、職名、職階及び任用要件につきましても、む
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つ市の基準により再編されているところであり、

合併後の人事配置におきましても、新市の職制等

を考慮しながら、適正に運用がなされているもの

と考えております。

次に、ご質問の第２点目は、初任給、昇格、昇

給等の基準に関する規則の附則第２項の規定に関

するご質問についてでありますが、同項は昭和

38年にこの規則が施行された際に再計算を行うと

した規定でありますことから、合併時におきまし

ては、この規定に基づく再計算は行っておりませ

ん。

次に、第３点目の学歴、免許等の資格及び経験

年数が同じ職員の給料月額の実態についてであり

ます。ご質問の第１点目でもお答えいたしており

ますように、合併時点でその調整がなされている

ところでありますが、旧４市町村における昇格基

準及び定数内特別昇給制度の運用が異なっていた

ことから、この点においては、資格及び経験年数

が同等の職員でも若干の差異を生じているものと

思われます。これにつきましては、昇任による級

の昇格の場合を除き、定数内特別昇給制度の運用

により調整する方針を打ち出していたところであ

りますが、人事院勧告を踏まえた平成18年４月か

らの給与制度の改正により定数内特別昇給制度が

廃止されたことに伴い、今後この制度を活用した

調整は困難であると考えております。このため現

制度での昇給につきましては、勤務成績が良好で

、 、ある者は４号給の昇給となり これを標準として

勤務成績が極めて良好な場合には８号給、特に良

好な場合には６号給、やや良好でない場合には２

号給の昇給とし、良好でない場合には昇給しない

こととなっており、目時議員ご指摘のように、労

働意欲の向上という観点から、理にかなっている

ものと考えております。

また、目時議員ご指摘の同一労働、同一賃金と

いうお考えも職員の給与を決定するうえで一つの

重要な要素であると理解しているところでありま

すが、今後は懸案事項であります行政評価制度の

創設を見据えながら、さらに適正な人事評価シス

テムの構築に向けて検討してまいりたいと考えて

いるところであります。

次に、第４点目の合併協定書にある再編がなさ

れているのかとのご質問でありますが、先に述べ

ました考え方のとおりで、合併時に再編済みであ

りますので、ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（川端澄男） 選挙管理委員会委員長。

（佐々木鉄郎選挙管理委員会委員長

登壇）

〇選挙管理委員会委員長（佐々木鉄郎） 選挙執行

に関する質問にお答えいたします。

目時議員ご指摘の各種選挙における開票の確定

時刻の件でございますが、議員ご指摘のとおりで

あります。しかし、開票事務を開票開始時刻から

確定時刻までの時間で比較した場合には、大きく

結果が違ってまいります。

先日早稲田大学マニフェスト研究所が公表いた

しました本年度４月８日投票が行われました全国

44道府県議員選での開票事務作業時間のランキン

グによりますと、県内では５市の開票時間が全国

平均の１時間57分を下回っており、むつ市も１時

間46分で、これに含まれております。また、青森

県内の平均時間１時間50分をも下回っておりま

す。

このような結果にもかかわらず確定時刻が遅い

のは、むつ市の開票開始時刻が22時と他の開票区

に比べ30分から１時間30分遅いことに起因してお

ります。このおくれは、投票所から開票所までの

投票箱の送致にかかる時間のためでございます

が、選挙事務におきましては、この送致にかかる

時間は、遠い、近いは別問題で、絶対的に必要な

時間であり、かつ安全に送致しなければならない

という義務を負っていることを考えますと、議員
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ご質問の第１点目、投票箱の送致についての時間

的短縮は、現段階では不可能と考えております。

しかし、自治体は地域住民に正確な情報を早く

提供する義務を負っているのも事実であり、この

観点から、選挙事務全体の時間の中で投票箱送致

にかかる時間をどのようにカバーするかは、この

合併後初の選挙でありました衆議院議員総選挙か

らむつ市長選挙、そしてことし４月の統一地方選

挙での県議会議員選挙と、国、県、市、それぞれ

の選挙で課題を見つけ出して改善しております。

開票部門では、開票台の台数をふやし、その配

置を変えることにより、開票台から点検係への票

の回付が非常に速くなっております。しかし、こ

れも回付後の処理に課題を残しており、大幅な時

間の削減には至っておりません。議員がお尋ねの

対策と、その効果につきましては、時間的効果測

定は実施しておりませんが、若干ではございます

が、あったのではと考えております。

ご質問の３点目、投票所の閉鎖時間の繰り上げ

、 、についてでございますが 市選挙管理委員会では

合併当初から選挙事務において行政サービスを低

下させないことを念頭に、合併前の状況を維持し

た状態で各種選挙を執行してまいりました。この

間に開票事務ばかりではなく、投票事務について

も検討を重ね、選挙事務全体でのむだを検証いた

しております。

その結果、労力的にも時間的にも最大のむだと

して浮かび上がってまいりましたのが投票事務か

ら開票事務に移行する際の従事職員の待機時間で

あります。開票所において、開票作業に従事する

職員は約150人おりますが、すべて日中は旧むつ

市の36投票所において投票事務に従事し、終了後

に開票所に移動し、開票事務に従事することにな

ります。これらの従事職員が午後８時に投票所を

閉鎖し、開票所までの移動に要する時間は５分か

ら約45分くらいで、午後８時45分までには全員が

到着しております。ここから開票開始時間の午後

10時までの１時間余りの待機時間がむだな時間と

なり、全体では150時間のむだが生じることとな

ります。

このむだをどのような解消すべきかを、投票環

境の整備の観点からも検討を行い、時間別投票者

数に着眼し、開票所から距離のある投票区の有権

者の方々の選挙当日の19時から20時までの投票者

数をカウントさせていただきました。その結果、

今回１時間の繰り上げを決定させていただきまし

た投票所の平均投票者数は二、三人であり、投票

日前日午後８時までの期日前投票所を開設してお

りますことを考えますと、地区の有権者の方々の

投票行動には支障がないのではないか、また投票

所において立会人をしていただいております方に

は、投票所閉鎖後、投票箱の送致立会人として開

票所までご同行いただいております。送致した後

の間は、本当に大変な時間だと思います。この地

域に合った投開票の環境整備があっていいのでは

ないかという結論に達し、決断させていただきま

した。

投票時間繰り下げ実施の過去の経緯との整合性

をどのように考えての対策なのかとのお尋ねもご

ざいましたが、投票所閉鎖時間が午後６時から午

後８時までに改正されましたのは、平成９年12月

19日、法律第127号によってでございます。この

時間の改正は、投票環境の整備を目的としたもの

であったと伺っておりますが、都市部の選挙民の

ライフスタイルに合わせた形の法改正であったの

ではないかと考えます。この改正の結果は、すべ

てではございませんが、改正前後の投票率の比較

ではかることができるのではないかと考えます。

市民の方々にとりまして一番身近な選挙であり

ました旧むつ市の市議会議員選挙の投票率をここ

でご紹介いたします。平成３年９月29日執行の選

挙では81.08％、平成７年９月24日執行の選挙で
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は77.63％、そして平成９年12月19日法律第127号

で法改正が行われており、改正後の選挙でありま

した平成11年10月３日執行の選挙では75.90％で

ございました。平成15年９月28日執行の選挙では

71.65％と、投票時間を延長するという法改正が

あったにもかかわらず、投票率は下がり続けてお

ります。この結果を踏まえて、当選挙管理委員会

が導き出しました答えは、地方、地域のライフス

タイルに合わせた投票環境の整備があってもよい

のではないかということであります。この改正を

、 、見ますと 繰り上げ時間を４時間の範囲以内とし

改正前と比較いたしますと２時間幅を広げており

ます。このことは、法律も地域間の違いを想定し

ての改正であったのではないかと思料しておると

ころでございます。

以上が過去からの経緯と決断に至った経緯でご

ざいますが、今後におきましても投票環境の見直

しを初めとし、選挙事務全体について細部まで見

直しを図ってまいりたい所存でございます。その

結果として、議員がご懸念しておられました開票

結果の確定の遅さや事務効率も改善してくるもの

と考えております。

市民の方々への周知の件でございますが、市内

全域へは市政だよりと、選挙が近くなりましたら

防災行政無線をおかりして周知を図ることとし、

閉鎖時刻の繰り上げとなります地域の方々にはチ

ラシを毎戸配布し、周知の徹底を図ってまいりた

い所存でございます。何とぞご理解、ご協力を賜

りますようお願いいたします。

〇議長（川端澄男） 43番。

〇43番（目時睦男） 再質問をさせていただきたい

と思います。選挙管理委員会事務局長が途中で中

座をするような状況でありますから、前後します

が、２点目の選挙の関係についてお尋ねをしたい

と思います。

先ほどの選挙管理委員会委員長の答弁によりま

すと、それぞれ開票時間の短縮については、開票

台の増加をするなど短縮に努力をしてきたと、こ

の旨の答弁でありました。それぞれいろんな角度

で短縮に向けて検討してきたと思いますが、同じ

条件での先般の知事選挙の投票事務の時間が、先

ほど申し上げましたように、本市は１時間32分と

いうような状況でありますが、投票数の多い青森

市と比較した場合でも、青森市は１時間27分にな

っています。本市と投票数が同じような十和田市

、 、との比較をした場合でも 十和田市は１時間５分

この差が27分あります。私は、投票時間の繰り上

げをしていくという部分については、一つの手法

でしょう。ですが、その前に開票時間の短縮につ

いて、やっぱりいろんな角度から検討する、これ

まで以上に検討することが必要ではないのか。

先般のテレビニュースの中で、パックの資材で

すか、それで開票の事務についてミーティングを

したり、それを何回も繰り返して、そのことによ

って二十何分の開票事務の時間を短縮することが

できたと、本番に向かっても同じような結果が出

たと、こういう報道を耳にしました。やはり選挙

民の方々からすると、先ほど言いましたように、

早く結果をわかりたい、このことに最大限の検討

を加えるというのがやはり選挙管理委員会として

の任務だろうと、このように私なりには思うわけ

であります。そういう面で、今後開票事務の改善

について、全体を見直しながら、どこの部分につ

いてロスを省いていけるのかとか、こういう点で

総体的な検討を再度するということについてどの

ような考えをお持ちか、まずお聞きをしたいと思

います。

〇議長（川端澄男） 選挙管理委員会事務局長。

〇選挙管理委員会事務局長（大芦清重） 目時議員

のご質問にお答え申し上げます。

開票の迅速化ということでございますけれど

も、現在早稲田大学のマニフェスト研究所が呼び
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かけまして、日本全国で約600の市町村が時間短

縮に取り組んでいると言われております。先ほど

目時議員がおっしゃいましたけれども、有権者に

少しでも速く、正確に伝えるという、これが本来

の選挙管理委員会、また開票の選挙管理委員会の

事務であろうかと考えておりますけれども、確か

に議員ご指摘のとおり、県知事選挙、これにつき

ましては、会場におられた方についてはおわかり

かと存じますが、票はほとんど１時間15分から１

時間20分の間に開票台からなくなっております。

にもかかわらず確定を出せなかったと。これは、

疑問票に私自身がきちんとした決定をすることが

できなかった。言い方を変えて、いい言い方をす

れば、慎重になったと、悪い言い方をすれば、決

断力がないと、そういうことでございます。これ

については、真摯に反省しておるところでござい

ます。

そして、例えば時間だけでの比較でございます

が、弘前市については、目時議員は資料をお持ち

になっていらっしゃると思いますけれども、非常

にずば抜けていると言ってよいかと思いますけれ

ども、８万票余りの票を１時間30分で開票結果を

出しているわけです。これは、自動読み取り分類

機という１分間に500票ほどを読み取る機械を

10台保有しております。これは県内最大です。む

つ市は、これは利用しておりませんけれども、１

台当たり290万円かかります。これを10台利用し

て、このような速度を達成しておると言われてお

ります。ただ、比較されております十和田市でご

ざいますが、ここにつきましては、むつ市と同じ

く人海戦術で開票を行っております。そことの比

較で20分というおくれを出しておりますことは、

まことに私といたしましても、自分の判断の甘さ

ということにつきましては十分反省いたしまし

て、今後いち早く市民の有権者の皆様に正確な開

票結果をお伝えできるように努力してまいりたい

と存じます。

以上です。

〇議長（川端澄男） 43番。

〇43番（目時睦男） 今選挙管理委員会事務局長か

らの答弁をいただきましたが、全体的にこれまで

も努力をしてきた中での結果というふうなことで

あろうかと思います。先ほど申し上げましたよう

に、総体的な点検をしながら、１分でも２分でも

開票事務の短縮に向けてこれからも努力していた

だくことを要望しておきたいと思います。

それで、投票時間の繰り上げの問題であります

が、やはり基本は６時から８時に繰り下げての投

票時間という部分については、先ほどの答弁の中

で言いますと、都会はそういう状況だろうと、こ

ういうふうなことで、我々地方との相違があるの

、 、かなと そこは否めない実態だろうと思いますが

一面当時の状況と、この繰り下げを決断した国の

法律改正という部分については、私は有権者の仕

事の形態とか、いろんな因子が重なる中で、一人

でも多く投票率の向上に向けた場合に繰り下げ実

施をしていく、こういうことだろうと思います。

１人の有権者が仕事の都合で、確かに期日前投票

はあります。その中でも期日前投票にも行けない

者、こういう点等々考えた場合に、安易な判断で

はないと思いますが、繰り上げだけに資すること

ではなくて、やはり一人でも多くの選挙民が投票

行為に参加をできる、このようなことを今後にお

いてもその点での検討を要望しておきたいと思い

ます。

次は、職員の給与の問題でありますが、まず最

初にお聞きしたいのは、合併時点でそれぞれ４市

町村の給与体系なり昇給基準、昇格、職階基準等

が違う中での合併でありますから、そういう中で

旧むつ市を基準にした体系に移っていく。そうい

、 、う合意の中で 一方では働く側の部分というのは

この賃金という部分については労働条件の最たる
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ものであります。そういう面で考えたときに、こ

の時点での取り扱い等々含めて給料表の部分とか

含めて、合併時に労働組合との協議、協約、協定

等の締結がなされているのかどうか、この点につ

いてまずお伺いをしたいと思います。

〇議長（川端澄男） 総務部長。

〇総務部長（齋藤 純） お答えいたします。

これにつきましては、合併協定の中で協議して

ございますので、組合との協議はしてございませ

ん。

以上でございます。

〇議長（川端澄男） 43番。

〇43番（目時睦男） 今部長から答弁がありました

が、私は労使関係を正常化するためには、賃金を

初めとした諸労働条件については誠意を持って交

渉に当たっていくと、そしてその中で合意した内

容については、その後の紛争を避けるためには文

書で締結をしていくというのは当然使用者として

の義務であろうと、このように解釈をするわけで

ありますが、その点についてのお考えをお聞きし

たいと思います。

〇議長（川端澄男） 総務部長。

〇総務部長（齋藤 純） お答えいたします。

合併する前までは、それぞれ給与体系が違って

いるものもございました。それは、合併時点で調

整してございます。さらに、合併協定の中では現

給保障をするのが前提ということで、その部分に

つきましては現給保障をいたしております。さら

に、合併時にも調整いたしておりますので、そう

いうご懸念の部分はなかろうかと思います。

以上でございます。

〇議長（川端澄男） 43番。

〇43番（目時睦男） 私は、今後の取り扱いも含め

て大事な点だろうというようなことでお聞きした

いのですが、質問と答弁が若干ずれているなとい

う感じがします。というのは、今後に向けてそう

いう点で紛争を起こさないために文書等々で双方

が締結をしていくということについては、当然な

ことだろうと思うのです。その辺の考え方につい

てお伺いをしましたが、この点については否定を

しないということだろうという認識をしながら強

く要望をしておきたいと思います。

先ほど答弁の中で、実際的に職員間の中で給料

表の差異が生じているという答弁でありました。

実は、ある職員の昇給事例内容を見ますと、平成

18年１月１日に１号昇給し、同年４月１日に６号

昇給し、さらに19年１月１日に３号昇給している

事実があります。これは、先ほどの答弁にある勤

務成績を評価する中での昇給もこの中にくみされ

ているだろうと、このように認識をしますが、も

う一方では調整をする中で、先ほど私が質問しま

した同一労働、同一賃金、不均衡の是正を図ると

いう面も含めて、このような措置がなされてきて

いるのだろうと、このように認識をするわけであ

りますが、その点については間違いがないかどう

かお聞きをしたいと思います。

〇議長（川端澄男） 総務部長。

〇総務部長（齋藤 純） お答えいたします。

目時議員がおっしゃったとおりでございます。

〇議長（川端澄男） 43番。

〇43番（目時睦男） 現状の中では先ほどの答弁、

そういう措置をしながらも差異が生じている。同

じ机を並べて、学歴、資格、経験年数が同一な人

が月額での差異があるという部分については、私

はやはり市民に対して誠意を持った、そして一生

懸命仕事をしている、そういう環境をつくるため

には、早急にこの完全な是正を図っていくことが

必要だろうと思います。そういう点で、最後にお

聞きをしたいわけでありますが、この調整という

か、均衡ある給料表なり体系等の整備がいつごろ

までに完了する計画で進んでいくのか、この点に

ついて最後にお聞きをしたいと思います。
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〇議長（川端澄男） 市長職務代理者副市長。

〇市長職務代理者副市長（田頭 肇） 答弁で申し

ましたように、合併の協定は現給支給されている

額を保障すると、これをまず原則としてとらえて

おりますので、そして平成18年４月からそういう

人事院の制度改革がございまして、目時議員もご

承知のとおり、それまではいろいろ各市町村、サ

イクル３短、６短等がありまして、大体それが１

回り、１号アップといいますか、そういう形で整

。 、 、っております ただ 今私も確認したところでは

これからのそういう何か差異を来すという職種と

いうことでは、例えば具体的には旧川内町の保健

師なんかは行政職というふうな位置づけでおりま

した。旧むつ市あるいは旧大畑町等については医

療職としてのそういう位置づけでございますの

で、その辺の差異につきましては、今後今の新し

い制度のそういう人事評価でもって対応するべき

だと思います。これは、今平成19年度は年度が始

まりましたので、その辺はこれからの調整と。そ

して、また時期的なものをきちんと見きわめなが

ら対応していきたいと思います。

そしてまた、先ほど労使の協定ということでご

ざいますが、合併では協定に盛られたのは現給保

障でございます。そしてむつ市の職員給与条例を

適用したと、当てはめていると。合併の形態が、

もちろん精神は対等合併でございますが、そうい

う法令的なものについてはいわゆる吸収合併とし

ての位置づけでございますので、その現給保障を

前提に、そしてある程度そういう差異のものにつ

いての調整をしているということでは、特に協定

をそのまま遵守することで労使の具体的な調整は

必要ないという判断で対応しておりますので、ご

理解いただきたいと思います。

〇議長（川端澄男） 43番。

〇43番（目時睦男） きょうは、賃金問題含めて議

論させていただきましたが、冒頭にもただしてお

りますが、職員が市民の公僕として、市民の手足

となって一生懸命仕事に従事できる、そういう職

場環境をつくっていくためにも、理事者としてこ

れまで以上の努力をしていただくことを要望しな

がら質問を終えたいと思います。

〇議長（川端澄男） これで、目時睦男議員の質問

を終わります。

午後２時まで暫時休憩いたします。

午後 １時４９分 休憩

午後 ２時００分 再開

〇議長（川端澄男） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎発言の訂正

〇議長（川端澄男） 市長職務代理者副市長より発

言の訂正の申し出がありましたので、これを許可

します。市長職務代理者副市長。

〇市長職務代理者副市長（田頭 肇） 先ほどの目

時議員のご質問に対しての合併の形態で、私吸収

合併と申し上げましたが、市町村の合併の特例に

関する法律では、合併形態は編入合併という言葉

ですので、訂正とおわびをさせていただきます。

◎鎌田ちよ子議員

〇議長（川端澄男） 次は、鎌田ちよ子議員の登壇

を求めます。39番鎌田ちよ子議員。

（39番 鎌田ちよ子議員登壇）

〇39番（鎌田ちよ子） 公明党むつ市政公明クラブ

。 、の鎌田ちよ子でございます 質問に先立ちまして

４月１日亡くなられました牛滝春夫議員、今定例

会直前に急逝されました杉山肅前市長のご冥福を

心よりお祈り申し上げます。

杉山前市長が生涯かけたむつ市発展と地域住民
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の期待にこたえるという思いに心して、むつ市議

会第192回定例会に当たり一般質問を行います。

市長職務代理者副市長におかれましては、前向き

なご答弁をよろしくお願いいたします。

質問の１は、介護保険についてお伺いいたしま

す。その１として、地域包括支援センター機能に

ついてでありますが、介護保険が創設され、６年

が経過し、要介護者の急増や給付費の増大など、

さまざまな問題が浮き彫りとなり、介護保険制度

の改正もされてまいりました。これまで要介護者

だけに向けられていた諸施策に予防重視型システ

ムが取り入れられ、高齢者の自立支援、要介護状

態の改善や重度化防止を推進してきたところであ

ります。そして、改正介護保険法を受け、昨年４

月から地域包括支援センターが設置されました。

この地域包括支援センターの主な事業は、総合的

な相談窓口及び介護予防ケアマネジメント、包括

的、継続的ケアマネジメント、高齢者の権利擁護

を担うものであると認識しております。

ところで、地域包括支援センターが機能して１

年が経過し、これまでに寄せられた相談件数、相

談内容の象徴的な事例など、現況と今後の課題に

ついてお伺いいたします。

２番目として、介護予防事業についてお伺いい

たします。栄養改善については、元気な高齢者、

とりわけ後期高齢者の健康は、それまでの食生活

に左右される面が大きいと言われております。一

方で、独居老人や老老介護の家庭については、エ

ネルギー不足や低栄養状態、飲み込む能力に合わ

せた調理の仕方など、さらには生活歴から考え、

各個人に合った介護予防を個々に提供されなけれ

ばならないと考えます。本市における特定高齢者

介護予防事業についてお伺いいたします。

質問の２は、税の徴収率向上対策についてお伺

いいたします。５月１日発行の商工会議所報むつ

「しもしん景況レポート」において、平成19年１

月から３月期の地区内景気動向調査によります

、 、と 国内景気は回復が持続していると見られる中

当地区では経済諸活動が縮小期に当たり、業況判

断指数ＤＩはマイナス58.1で、前期のマイナス幅

を19.1ポイント拡大したとの報告がされました。

このような経済環境の中では、市税の滞納額が増

加傾向にあるという厳しい現実がわかるような気

がいたします。

現在各自治体においては、税の徴収率向上のた

めにさまざまな工夫をこらしております。本市と

しては、どのようにされているのでしょうか。徴

収状況と徴収率向上の取り組みについてお伺いい

たします。

以上、２項目について前向きなご答弁をお願い

いたしまして、壇上からの質問といたします。

〇議長（川端澄男） 市長職務代理者副市長。

（田頭 肇市長職務代理者副市長登壇）

〇市長職務代理者副市長（田頭 肇） 鎌田議員の

ご質問にお答えいたします。

まず、介護保険についてのご質問の地域包括支

援センターの現状と今後の課題について及び特定

高齢者の介護予防につきましては、保健福祉部長

から答弁をいたさせます。

次に、徴収率向上対策についてお答えいたしま

す。鎌田議員ご指摘のとおり、国内景気は回復、

持続傾向にあるようですが、当地域経済には恩恵

が見当たらないのが現状かと存じます。ご承知の

とおり、ここ数年建設業、大型店舗の倒産、それ

らに伴う失業者の輩出等が相次ぎ、経済情勢は決

してよいものではなく、直接、税の収納率に影響

してきていることもまたご指摘のとおりでござい

ます。市税の収納率は、その年の特殊事情が敏感

に影響いたします。合併後では現年課税分で96％

から97％の間を保っておりますが、決して満足の

いく数字ではございません。近年景気低迷により

失業した人や法的清算をした個人など、収入が著
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しく減少した納税者が急激に増加しております

が、収納率の低下を防ぐため滞納整理の強化はも

ちろん、きめ細かい市民の皆様との対話を第一の

収納対策として、納税相談等の機会をふやしてお

ります。また、気軽に来庁していただき、納税相

談ができるように分庁舎での対応を含めまして、

月末には夜間・休日の窓口を開設して対応いたし

ております。

一例ですが、さきの議会で柴田議員からご指摘

いただきました多重債務の過払い金返還請求につ

いての相談も実施いたしております。着実に効果

を上げているとのことでございます。ほかに内部

に徴収対策検討委員会を設置し、個々の滞納事案

を検討したうえで、どのように滞納処分するか、

対策を講じたことも昨年度からの新たな収納対策

でございます。また、今年度より下北地域県民局

県税部との人事交流を行い、より専門的な滞納整

理と徴税吏員の資質の向上を目指しております。

景気回復が徴収率向上の特効薬であることは間

違いないところでありますが、このような情勢の

中、以上のような取り組みをし、徴収率向上に向

け、歳入確保のため懸命に取り組んでおりますこ

とをご理解くださいますようお願い申し上げま

す。

〇議長（川端澄男） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（佐藤節雄） 地域包括支援センタ

ーの現状と今後の課題についてお答えいたしま

す。

地域包括支援センターは、昨年４月に市の直営

１カ所で開設いたしましたが、介護予防支援等の

業務増大が予想され、本年４月からは新たに社会

福祉法人２カ所に業務委託を行い、計３カ所の体

制で事業を展開しております。

主な業務は、要支援１及び２の被保険者に対す

る指定介護予防支援、特定高齢者が要介護になる

ことを予防するための介護予防ケアマネジメント

事業、高齢者に対してどのような支援が必要かを

把握し、適切なサービスや関係機関の制度につな

げる総合相談支援、成年後見制度活用促進や高齢

者虐待への対応などの権利擁護事業、介護支援専

門員への後方支援や包括的、継続的なケア体制の

構築などの包括的、継続的ケアマネジメント事業

となっております。

直営の地域包括支援センターにおいては、これ

らの業務のほかに特定高齢者の決定、介護予防サ

ービス事業の提供、高齢者虐待への対応等を行っ

ております。

平成18年度における地域包括支援センターの具

体的業務内容について申し上げますと、指定介護

予防支援については、今年３月分のケアプラン給

付管理件数が432件、このうち居宅支援事業者に

委託している件数が346件となっております。新

予防給付は４月からの実施でありますので、この

件数は今後も増加し、今月末での予想件数はおお

よそ700件程度になる見込みであります。また、

今年の４月からは川内地区、大畑地区、脇野沢地

区を除き居宅介護支援事業者への委託件数がケア

マネジャー１人当たり８件に制限されることか

ら、これらの増加は地域包括支援センターが担当

することとなります。

介護予防ケアマネジメント事業については、特

定高齢者の年間発生件数が41件、サービスプログ

ラムとしては運動機能の向上事業、栄養改善事業

等となっており、特定高齢者の実人数で６人、延

べ121人の参加となっております。

なお、これらのプログラムは年度途中から一般

の高齢者にも開放いたしましたので、この一般の

高齢者を含めますと、実人数は22人、延べ696人

となっております。

総合相談支援権利擁護事業については、総合相

談業務を在宅介護支援センターに委託しており、

そのうち介護保険その他の保健福祉サービスに係
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る相談件数は地域包括支援センター分と合わせて

１万1,802件となっております。また、成年後見

制度等の権利擁護に関する相談は３件となってお

り、これらについては具体的に対応をいたしてお

ります。

高齢者虐待に関するものとしては20件となって

おります。

包括的、継続的ケアマネジメント支援といたし

まして、関係機関との連携づくりでは、地域ケア

会議を通じて市内全居宅介護支援事業所、在宅介

護支援センター、むつ総合病院、川内病院、大畑

診療所、社会福祉協議会等との連携を図っており

ますし、医療機関との連携づくりでは、地域連携

パス事業及び橋渡し委員会を通じて急性期及び回

復期医療機関との連携体制の構築に参加しており

ます。

介護支援専門員に対する個別支援では、相談窓

口困難事例、個別事例に対する会議開催支援、ケ

アプラン作成指導等を通じた介護支援専門員のケ

アマネジメント指導を実施しております。

以上が地域包括支援センターの現状であります

が、今年度からこれまでの直営１カ所から委託の

２カ所を含めて３カ所の体制となったことから、

これまで以上に市民に直結した事業運営ができる

ものと期待いたしているところであります。

地域包括支援センターの業務のうち最も困難を

来しているのが特定高齢者に対する事業の展開で

あります。事業参加者が少ないことは全国的な傾

向であり、県内の各市においても当市と大差のな

い状況となっております。この原因の一つは、健

診事業時に行われるチェックシートにより特定高

齢者候補を把握しなければならないことにありま

す。実際に健診に参加される方の多くは、健康な

高齢者が多いことから、事業の実施に結びつきに

くい状況にあります。この打開策として、要介護

認定において自立と判断された方への訪問、個別

健康診査を働きかける、あるいは広く一般高齢者

事業として展開するなど、別の視点からの事業拡

大を検討してまいりたいと考えております。

加えて福祉の増進には地域との連携が不可欠で

あります。ボランティア団体等の育成についても

関連課と協力しながら地域との協働を推進し、あ

わせて特定高齢者の実態を把握できる体制につい

ても検討してまいりたいと考えております。

次に、特定高齢者介護予防事業についてお答え

いたします。平成18年度の特定高齢者介護予防事

業は、運動器の向上事業、栄養改善事業等であり

ましたが、平成19年度からはこれに口腔機能向上

の事業が追加されております。この事業の利用の

仕方といたしましては、健診事業等でのチェック

リストにより25項目の質問に答えていただき、一

定の項目に該当した場合に特定高齢者の候補者と

なります。

次に、このデータを医師に確認していただき、

特定高齢者事業が妥当であるとの判断が下されれ

ば事業の適用となります。したがいまして、例え

ば自分は口腔機能の向上を図りたいという方がお

られましても、チェックリスト、医師の判断を経

なければ事業の実施に結びつかないということに

なります。

また、チェックリストに関しては、無料で受け

られますが、健診事業で1,300円、あるいは個別

健診で1,800円の個人負担を生じることになりま

す。サービスの種類では、通所事業が主体となり

ますので、委託先の事業所に出向くか、迎えの車

両を利用するか、いずれにしても集団のサービス

が基本となります。ただし、どうしても通所がで

きない、集団でのサービスは受けられないという

方には訪問事業がありますが、現在のところはホ

ームヘルパーの派遣か保健師等の訪問に限られて

おり、管理栄養士あるいは歯科衛生士等の専門家

の派遣が必要となる訪問事業については現在対応
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ができないということをご理解いただきたいと存

じます。

以上でございます。

〇議長（川端澄男） 39番。

〇39番（鎌田ちよ子） ただいまは、丁寧なご答弁

ありがとうございました。先に介護保険の方から

再質問させていただきます。

ただいま部長から口腔ケアについてチェックリ

ストの提示もありましたが、口腔ケアについて再

度質問させていただきます。65歳以上の高齢者を

対象とした介護予防普及啓発事業として口腔ケア

。 。があります そのことについてお尋ねいたします

肺炎で死亡する９割が65歳以上の高齢者と言わ

れており、その高齢者が肺炎になる最大の発生原

因が誤飲と言われるものです。誤飲とは、飲み込

む力が弱く、誤って気管支に食べ物などが入って

しまうことを言います。口腔内には、約300種類

にも及ぶ細菌が常在し、プラーク１ミリグラム中

に数億の細菌が生息しており、この中に肺炎を引

き起こす連鎖球菌などの原因菌が含まれていま

す。加齢により体力が落ちている高齢者は、免疫

機構や反射能力が低下しており、また唾液の分泌

、 。量が少なくなり 口の中の自浄作用も低下します

これらのことにより、就寝中に繁殖した口腔内細

菌を誤飲するというリスクが非常に高くなりま

。 、 、す 誤飲の結果 それらの細菌が肺の奥に侵入し

誤飲性肺炎を引き起こします。これは、身体機能

が弱っている高齢者にとっては死亡率の高い病気

ですが、近年さまざまな研究により口腔ケアが誤

飲性肺炎の予防に顕著な効果があるということが

明らかになってまいりました。また、要介護者に

対して適切な口腔ケアを行うことは、適度な脳へ

の刺激にもなり、結果としては認知症の抑制に役

。 、立つとの専門家の報告もあります 口腔ケアには

歯磨きなどにより口腔内を清潔にし、細菌を減ら

す器質的な口腔ケアや、そしゃく、嚥下など口腔

機能を回復させる機能的口腔ケアがあります。口

腔ケアが適切に行われると、唾液の分泌は促進さ

れ、口腔内での細菌繁殖を抑えることができ、結

果的には高齢者の肺炎を減少させ、命を守ること

につながります。

先ほどの部長の答弁の中では、現在の介護保険

法の中では大変これを事業化するのは厳しいよう

な内容のご答弁でありましたが、ぜひ行政主導で

歯科医療関係者と連携し、市民に広く啓発すると

ともに、医療、保健、福祉にかかわる方々の支援

をいただき、口腔ケアに取り組んでいただきたく

再度お伺いいたします。

もう一点は、介護保険の区分変更についてお尋

ねいたします。介護保険制度を悪用したコムスン

の問題は、大きな社会問題に発展しています。本

市としましても、利用者が不利益を受けないよう

介護事業者に対するチェック体制の確認を再度お

願いいたします。

ところで 介護保険の区分変更ですが 平成18年、 、

から要介護区分が大きく変わりました。利用者本

人の身体とか精神機能がほとんど変わらないよう

な状態でありますのに、更新手続の認定が厳しく

なり、介護認定が下がって困っているとの利用者

からの声も届いております。本市の現状をお伺い

いたします。

もう一つですが、介護保険制度を受けることが

できない高齢者、よくニュースでは介護難民とい

う言葉が言われております。法のもとではすべて

の国民は平等でなければなりません。事故や病気

のときに引受人がいないとの理由で、ひとり暮ら

しで親族がいない高齢者の方は施設入所を希望さ

れていても、なかなか入所判定といいますか、入

所の手続ができないで困っているという方のお話

を伺いました。本当に介護保険制度を利用する必

要がある高齢者は、ひとり暮らし、親族がいない

この方たちと思います。本市の対応方をお伺いい
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たします。

以上３点、よろしくお願いいたします。

〇議長（川端澄男） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（佐藤節雄） 口腔ケアについての

ご質問にお答えいたします。

特定高齢者の口腔機能の向上については、高齢

者介護の原点とも言うべき事業と考えておりま

す。口腔の清潔確保で、ウイルスや、ばい菌の防

護となり、しっかりとしたかみ合わせや嚥下機能

の確保で栄養補給がなされ、行動の源となるもの

であります。市では、平成19年度から口腔機能の

向上プログラムを特定高齢者の予防事業に取り入

れておりますが、その形態は事業者に委託しての

通所事業が主体となります。したがって、現時点

では一般の高齢者には適用されないことになりま

す。また、通所になじまないこと等から居宅にお

いての支援を希望する場合には、保健師によるア

セスメント・指導あるいはホームヘルパーによる

指導等が行われることになります。

専門職である管理栄養士や歯科衛生士の派遣に

ついては、費用、人材の確保、医療機関等との調

整等難しいものがあることをご理解いただきたい

と存じます。

次に、要介護認定区分変更についてのご質問に

ついてお答えいたします。平成18年度において要

支援１または２に判定された被保険者が結果を不

服として再度認定手続を行った件数が119件ござ

います。また、この119件については新規の要介

護認定申請または要支援認定申請という形で行わ

れるものでありまして、いわゆるやり直しという

形になっているものではありません。訪問による

認定調査に当たっては、当人が認知症である場合

がありますので、できるだけ家族や当人の状況に

詳しいケアマネジャー等の同席を求めておりま

す。調査は、当人に対しての質問、動作要求等に

、 、より進められておりますが 同席の方にあっては

調査終了後に調査中の事項について調査員にアド

バイスをしていただくようあらかじめ電話等で市

の担当から説明を行っております。

新予防給付開始当初には、区分の細分化や一部

福祉用具の適用制限等に変更があったため調査に

戸惑いがあり、119件という件数になったものと

思われます。今後は、担当職員、認定調査員を含

め、再度同席の目的を説明するように徹底し、そ

れが原因となる苦情が発生しないよう指導してま

いりたいと思います。

それから、先ほど要介護にならない老人の取り

扱いということでございましたけれども、これに

つきましては市の内部で老人の、いわゆる養護老

人ホームへの入所者については適正を期するため

に判定委員会等を設けてございます。その判定委

員会の意見をもとにいたしまして要否の判定をい

たしておりますので、ご理解をいただきたいと思

います。

〇議長（川端澄男） 39番。

〇39番（鎌田ちよ子） 介護保険制度に関しては、

利用者の利便性を第一に考えて進めていただくよ

うよろしくお願いします。

続いて税に対する再質問を行いますので、よろ

しくお願いします。納税者に対する利便性につい

てお伺いいたします。国の方針であります公務員

の削減、そして厳しい財政状況により今後ますま

す市の職員数を削減する方向へ進まざるを得ない

のが現実であり、人手のかからない税の徴収と、

だれでも気軽に納付できる機会が必要ではないで

しょうか。現在北海道の大沼国定公園を有する七

飯町のように、各自治体が納税者の利便性を向上

しようとコンビニ収納を実施するようになりまし

た。本県におきましても、十和田市は軽自動車税

のコンビニ収納を今年度から実施しています。納

税者の利便性の対策としまして、市税のコンビニ

納付についてご意見をお伺いしたいと思います。
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〇議長（川端澄男） 総務部税務調整監。

〇総務部税務調整監（佐藤忠美） 鎌田議員の再質

問にお答えいたします。

むつ市においても、市税のコンビニ収納を行っ

たらどうかというご質問であります。これまでに

コンビニエンスストアにおいて電気、ガス、水道

料金等の公共料金の収納委託が行われてきたとこ

ろでございます。地方自治法施行令が改正され、

平成15年４月から地方税の収納事務についても私

人への委託が認められ、コンビニ収納が可能にな

ったところであります。

総務省自治税務局企画課が発表いたしました地

方税の収納徴収対策に係る調査結果によります

と、平成18年７月現在、コンビニエンスストアへ

の収納委託を行っている団体は、都道府県では

23団体、市町村では102団体となっております。

その取り扱い税目ですが、都道府県では自動車税

を収納委託しております。市町村では、軽自動車

税を100団体、個人住民税を73団体、固定資産税

を66団体が委託しております。また、この時点で

コンビニ収納の導入を計画している団体が100団

体近くありましたので、現在コンビニ収納を実施

している団体はかなりの数に上っていると考えら

れております。

現在県内では十和田市だけが本年より軽自動車

税のコンビニ収納を始めておりまして、納付書に

より納付いたしました納税者でコンビニ収納の割

合が20％ほどであったと聞き及んでおります。ま

た、十和田市では随時住民税、固定資産税を加え

ていく計画があり、かなり高額のバーコードプリ

ンターなどを導入したとのことも聞き及んでおり

ます。月末などの金融機関の窓口では、かなりの

時間待たなければ納税できないという声や、市民

のライフスタイルの変化などにより金融機関の営

業時間内では納付が困難であり、深夜や土曜、日

曜での納付希望が増加していることも確かであり

ます。

一方、滞納理由の中には、納税資金はあるもの

の、金融機関に足を運ぶ時間がないため、そのま

ま納期限を超えて滞納に至るケースも散見されて

おります。また、既に公共料金等でコンビニ収納

を導入している各団体では、徴収率アップに寄与

していることも判明しております。

これらのことから、コンビニ収納を導入するこ

とは納税手段の機会と拡大を図り、納税者の利便

性を向上させるとともに、最終的に収納率アップ

が期待されることと考えられます。

当市といたしましては、他の自治体のコンビニ

収納の実施状況を分析し、直接、間接的な効果の

検証を行うとともに、ホストコンピューターの改

造、バーコード印刷の手段、納付書の工夫、収納

日と入金日の事務処理、納税証明書の交付、そし

て手数料の問題等想定されます課題をクリアしな

がら、納税者の利便性や収納率向上の観点からも

コンビニ収納を検討させていただきたいと考えて

おりますので、よろしくご理解を賜りたいと存じ

ます。

〇議長（川端澄男） 39番。

〇39番（鎌田ちよ子） ただいま税務調整監から詳

しくご答弁ありまして、ありがとうございます。

私からもあわせて要望としたいと思います。

北海道七飯町のコンビニ収納導入のための初期

投資は1,500万円ぐらいとお聞きいたしました。

もちろん費用対効果のことも考えなければなりま

せん。しかし、今後団塊の世代の高齢化時代を迎

えた今、いつでも気軽に納付できるシステムの構

築として必要な制度と思いますので、早期実現に

向けた積極的な取り組み方を要望といたします。

続いて介護保険の方に一つ要望がありますの

で、お願いいたします。外出支援サービス事業に

ついてでありますが、主に医療機関の送迎に利用

されておりますストレッチャー対応型福祉車両
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は、現在夜間は１社のみとなっており、緊急の通

院時など、診察や点滴で遅くなり、夜間に帰宅す

る際の車両手配にご家族の方を含め、関係機関の

方は大変難儀しているとお聞きいたしました。以

前は、夜間ともに２社で対応していた経緯もあり

ますので、今後の在宅介護を支えていくうえで行

政としてのサービスの体制確立を再度要望いたし

まして、私の質問といたします。ありがとうござ

いました。

〇議長（川端澄男） これで、鎌田ちよ子議員の質

問を終わります。

２時50分まで暫時休憩いたします。

午後 ２時３７分 休憩

午後 ２時５０分 再開

〇議長（川端澄男） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎会議時間の延長

〇議長（川端澄男） 本日の会議時間は、議事の都

合により、あらかじめこれを延長いたします。

◎東 健而議員

〇議長（川端澄男） 次は、東健而議員の登壇を求

めます。13番東健而議員。

（13番 東 健而議員登壇）

〇13番（東 健而） 私は、新むつクラブ所属の川

内の東であります。今定例会の一般質問も私で最

後となりました。ことしに入り、今回２回目の定

例会の登壇となりましたが、前登壇者の皆さんも

申し述べているとおり、今議会が始まる前にお二

人のご逝去がございました。我が川内町選出の牛

滝春夫議員が４月１日に、また５月31日には、ま

さかの急逝によりまして旅立たれました杉山肅市

長であります。まず、冒頭から私もお二人のご逝

去に際しまして、謹んで哀悼の意を表したいと思

います。

、 、それでは むつ市議会第192回定例会に当たり

事前通告のとおり順次３項目の一般質問を行いま

す。

まず１番目でございますが、蛎崎城発掘調査の

見通しについてお尋ねいたします。第１に、私は

観光産業の振興にぜひ必要な項目として蛎崎城の

付加価値対策を今までたびたび訴えてまいりまし

た。この発掘調査が、発掘に携わってきた先生が

昨年限りで参加できなくなり先送りされていま

す。先生は、断念の理由として、七戸町での仕事

と蛎崎までの距離的な問題、ひいては城跡の発掘

には長期間要し、とても発掘が終わるまで毎日来

られない、また蛎崎城だけに時間を割いていられ

ないことから、専門の職員を採用し、じっくりと

発掘調査を進めてほしいと申しております。先生

のご事情を考えると納得せざるを得ません。しか

し、私は見通しもないまま時間だけが経過するこ

。 、とに歯がゆい思いを抱いております 先生からは

むつ市全体の発掘を考えた場合、蛎崎城ばかりで

はなく、まだまだ多くの場所が眠っている。遺跡

の発掘調査は学芸員でないとできない、素人が発

掘すると、せっかく探り当てた重要な文化財を破

壊してしまうおそれがあると言っておりました。

また、本腰を入れてじっくりと取り組むことを期

待されていました。そこで、これからの発掘調査

と城跡活用による観光地としての整備促進の展望

をぜひ示していただきたいと思います。

第２に、今のところ肝心の学芸員調達の予定も

未定になっています。一昨年から七戸町の小山先

生のおかげで今まで霧に包まれ、雲をつかむよう

なものと思われていました城跡の足がかりが次々

とテーブルにのり、山城の図面などが描かれ、そ

の成果があらわれて、教育委員会でも把握してい
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るとおりであります。そして、昨年、存在すら疑

われていた城郭の柱穴の跡が発見されました。何

、 、回も申し上げているとおり これは下北の歴史上

世紀の大発見と申しても過言ではありません。故

人となられた多くの歴史家たちも探せなかったも

、 。ので 草場の陰で大変喜んでいることと思います

ここまで来て、しばらくは中断を余儀なくされる

ことになりましたが、非常に残念であります。こ

れでは歴史家ばかりではなく、多くの市民の期待

を裏切ることになります。今後の学芸員と調査員

の確保がこれからの課題ですが、何といっても学

芸員がいなくては何もできません。そこで、今後

の採用計画はどのようになっているのかお伺いい

たします。

第３に、私は小山先生とコンタクトをとるとき

はいつも県教育委員会へお願いしてまいりまし

た。県でも蛎崎城は重要視しています。事情で発

掘が滞っていることを相談すれば、何らかのよい

知恵が浮かぶかもしれません。県教育委員会へご

相談して、調査員の派遣をお願いしてみる考えは

ありませんでしょうか、お尋ねいたします。

第４に、現在長期総合計画の策定作業が行われ

ていると伺っておりますが、観光面での地域振興

。 、を図る対策はぜひやらなければなりません 私は

蛎崎城は中世の下北半島の歴史をひもとくうえで

最も重要なものと認識しています。予算の関係も

あるのは重々承知していますが、暗雲に覆われて

いた歴史に光が差し込み、おぼろげながら、その

姿の全体像をあらわそうとしているところまでこ

ぎつけました。このままでは熱意も冷め、やる気

もなくなってしまいます。早急に取り組んでいた

だきたいというのが大方の関係者の気持ちで、こ

のままでは夢を失ってしまいます。蛎崎城の発掘

は、下北での最大の歴史的副産物と申しても過言

ではありません。最近どうも歴史的な対策への取

り組みが先送りされ、置き去りにされているよう

に感じられてなりませんが、私ももう61歳になり

ました。いつまでも待つというわけにはまいりま

せん。この発掘調査を確実に進めるためには、今

後の市の長期総合計画にのせていただくことが必

要であります。そこで、教育委員会では滞ってい

る計画をどのように進めていかれるのか、市民に

示していただきたいと思いますが、いかがでしょ

うか。

第５に、蛎崎城遺跡は、鞍越遺跡、田名部館、

城ケ沢の順法寺城、一里越城などとも関連性があ

り、広範囲には泊の音羽城、白糠の日波城、横浜

町の横平の柵、蛇浦の蛇沼城、下風呂の湯本城、

大畑の畑城など、今まで県史にとっても重要な遺

跡として認められてきたものであります。今まで

発掘調査を主導してきた七戸町の小山先生の実績

が尊重、評価されることが第一でなければなりま

せん。そして、今ここで発掘が滞ってしまえば、

市の自主性や教育委員会の姿勢が問われるのでは

。 、 、ないでしょうか また せっかくやる気を起こし

期待してきた地元や川内町の関係者の意欲がなえ

てしまいます。

繰り返しますが、小山先生も自分では発掘には

距離的な問題と自分の仕事上のこともあり、全面

的な協力はできないが、協力はできるだけしたい

と申しています。発掘調査に関して、過去に県で

は、川内の鞍越遺跡の発掘調査に青森の葛西とい

う先生を派遣してくれたことがありました。川内

庁舎の教育委員会の職員や関係者に聞けば、それ

がわかると思います。特に川内の文化財保護審議

会委員の富岡一郎さんは、川内の教育委員会にお

り、そのとき鞍越遺跡の発掘調査に参加しており

ました。その調査報告書も大変わかりやすく、詳

しく書かれ、出ています。先生とのつながりもあ

り、大変詳しいと思います。富岡さんなどにご協

力を願い、働きかけをしていただくことを提案い

たします。また、県の教育委員会にもご協力をい
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ただき、早急に発掘調査を継続するべきだと思い

ますが、教育委員会の対応をお伺いいたします。

２番目になりますが、小学校の統廃合問題と教

育環境整備についてお伺いいたします。まず１点

目でございますが、来年度から川内町の蛎崎、宿

野部、桧川の３校が第一川内小学校へ統合するこ

とが決まりました。大方の人たちは、このことは

知っていると思いますが、この周知について、住

民や土地を離れてしまった人たちへの連絡はどの

ようになっているのかお伺いいたします。

２点目、地域住民の中にはまだ、なぜ小学校が

統合しなければならないのかという人たちもおり

ます。閉校する学校を卒業し、長年地域で暮らし

てきた人たちにとっては、できるだけ存続させた

いと願うのが人情というものであります。教育委

員会の情ある態度とここまでに至った経緯、これ

からの学校教育に対して地区住民に誠意ある説明

をする責任が生じていると思いますが、この周知

活動についてどのようになっているのでしょう

か。

３点目であります。閉校するということは、地

域に学ぶべきところがなくなってしまうというこ

とであります。本市の対応は、資金を出し、あと

は地元任せというように見られますが、もっと教

育委員会の関与も必要のような気がいたします。

資金を有効活用し、できるだけ今までの歴史の保

存と子供たちの思い出に残るような方法を考えて

あげるのが我々当事者や教育に携わる者、地域に

残る人たちの務めだと思いますが、教育委員会と

閉校する地域との連絡体制はどのようになってい

るのかお伺いいたします。

４点目、閉校する学校の歴史や文化財の保存、

児童文庫や教材、閉校校舎の今後の活用方法につ

いて、まだはっきりと決まっていないように見受

けられますが、それらをどのように活用していく

つもりなのか。また、学校周辺や校庭などの環境

整備などは手つかずになります。閉校後、これを

どのようにしていくつもりなのでしょうか。地震

や災害などの避難場所にも使えると思いますが、

教育委員会では閉校校舎の跡地利用をどのように

考えているのでしょうか、お伺いいたします。

３番目でございますが、一貫教育の考え方につ

いてお伺いいたします。第１に、この問題はむつ

市議会第187回定例会で私が質問いたしました。

そのとき教育長は、今後の学校統廃合計画の進捗

状況と対象地域の実情を見きわめながら、可能か

どうか検討していくと答えています。５月10日の

東奥日報に小中一貫校の導入へ向け、むつ市教育

プラン検討委員会を発足させたという記事があり

ます。これを見た限りでは、11月までに教育委員

会が作成した骨子案について協議し、市側では年

内にプランの策定を目指すとしています。いよい

よ導入に向けた対応が始まりましたが、少し対応

のおくれが気になります。しかし、着手の仕方が

どうであれ、教育長は一貫校の導入は可能、また

必要と判断したということであります。そこまで

決断をするに至ったその根拠と理由は何でしょう

か。

、 、第２に 私はさきの一般質問で国家百年の大計

教育問題については意見をもっと広範囲から聞く

べきとも申し上げています。私は、今後の教育の

あり方に重大な関心を持っています。小中一貫校

の導入は、今までの教育のあり方、教師の対応の

、 、仕方 子供の出身地の慣習などが合わなかったり

子供たちの年の差もあり、大きな変革をもたらし

ますので、子供たちの教育にはできるだけ心の動

揺を与えないようにして進めるべきだと思いま

す。

ところで、さきの記事には、検討委員会の中で

市内の小・中学校校長やＰＴＡ、教育関係者など

10人で構成すると書かれ、委員長には田名部中学

校の新山校長を決めたとあります。本市のこれか
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らの教育行政のあり方の全権をゆだね、また子供

たちの未来を託すわけでありますが、教育体制の

再編は、今までにない重大な改革を伴う問題であ

ります。この10人でいいのかどうか、大変判断に

悩むところであります。また、同記事ではむつ市

教育プランに目標、枠組み、アクションプランな

どを盛り込むことが書かれています。私は、先進

事例なども参考にもっと広範囲に人材を募った

り、地区ごとのシンポジウムや討論会など、議員

も交え多くの意見を募集し、本市の教育のあり方

を検討するようにした方がいいような気がします

が、いかがでしょうか。その見通しをお示しくだ

さい。

第３に、むつ市議会第187回定例会で提言した

小中一貫教育には、合同運動会や文化祭、父兄を

巻き込んださまざまな、多彩なイベントの展開が

考えられるとも申し上げています。地域活性化対

策でありますが、現在教育環境が市民や親から離

され、教育が教員と児童たちだけで行われ、一般

の人たちへの周知が少ないように感じられ、市民

の間から不平不満が見られます。また、教育が市

民社会からの安全対策の面からか、隔離されてい

るような印象を持たれ、先生たちも一般の人たち

との面識がなく、数年間地域で教鞭に立っている

先生でも、どのような先生が子供たちの教育にか

かわっているのかということすらわかってもらえ

ないことも少なくありません。学校教職員と市民

との触れ合い不足は、違和感を持たれています。

小中一貫校を導入するのであれば、学校と地域が

一体となった、保護者も市民も参加できる教育環

境の整備を目指していただくことがより必要かと

思いますが、いかがでしょうか。

第４に、どうしても人数の多い学校が保護者も

多く、教育熱心となります。旧町村部の小規模校

では、親は仕事で子供の教育に熱心になっていら

れない事情があるようです。気づかないうちに教

育差がどんどん広がって、地域性では片づけられ

ない課題を生じています。教育環境が閉鎖的で、

よい意味での競争原理が後退し、教育的な理解力

が後退し、問題が出ることもあります。

市街中心部では、子供たちは幼稚園、保育園の

ときから競争力の中に置かれ、また塾通いする子

もおります。全部とは言えませんが、教育格差の

広がりは否定できない事実であります。合併後の

教育環境にも液状化の現象や各種の変化を来して

います。今日地域に固執していては競争社会の世

の中に出てから挫折する生徒も出てまいります。

大規模校とは比較できないまでも、同等の教育を

実践するには、ふだんから小規模校としての競争

力の調整も必要となってくるでしょう。均等の教

育とはどう確保し、どう受けさせるべきか、教育

格差を是正する対策や措置も必要とされます。教

育における格差について、その地域性の存在と認

識及びその調整など、教育長はどのようにお考え

でしょうか、お伺いいたします。

第５に、５月19日の東奥日報の記事について、

大湊中高一貫校は2000年度から実施されている

、 「 、 」が 教育長は 発展性がなく 終息させるべきだ

と述べています。人口減少で生徒の数が毎年激減

、 。しているとき やむを得ないという声もあります

このことは、さきの一般質問の中でも教育問題を

取り上げ、私は建設的な意見を述べた経緯がござ

います。今教育長がこのような発言に至ったのは

なぜか、この点についてわからない部分がありま

すので、この発言の真意についてお答えいただき

たい。

第６に、教育長はソフトランディングさせる方

向で動いた方がいいとのご発言ですが、これは一

貫校としての取り組みに対する努力不足と、進学

だけにウエートを置いてきたからではないでしょ

うか。また、予算面や経費のこともあります。私

は、今まで連携してきたことに重要な意義がある
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と思っています。今連携を破棄してかえって悪影

響が出ないのでしょうか。また、小・中では一貫

校を目指し、中・高ではそれをやめるべきとのこ

とだと思いますが、整合性について、その理由が

はっきりいたしません。もう少し様子を見るべき

ではないかと思いますが、このソフトランディン

グを思い立ったのはなぜか、その理由をご説明い

ただきたい。

第７に、教育長は小学校、中学校では学校選択

制はとらないと言っていましたが、高校は選択制

がとられています。教育のさらなる向上を目指す

生徒が出るのはやむを得ないことだと思います。

しかし、大湊高校の入学生が余りにも少ないよう

な気がいたします。批判をするつもりは毛頭ござ

いませんが、これは高校教育に問題があるのでは

ないかと思いますが、いかがでしょうか。

また、教育のカリキュラムなどについてはどの

ようになっているのでしょうか。

なお、中学校卒業後の生徒の進学率や就職率に

ついてはどのようになっているのでしょうか。

教育長は、中高一貫校存続について否定的な見

解と受けとめていますが、どうでしょうか。これ

から小中一貫教育の方向性が示されようとしてい

るとき、このことに影響が出ないのかどうか、大

。 。変心配されます お考えを改める必要も感じます

、 、さて 来年川内高校が大湊高校の校舎化になり

大湊高校の人数もふえることになります。この学

校間での一体化をにらみ、相乗作用を利用する取

り組みも考えたうえでソフトランディングするの

であれば、そのときに判断することにしてもいい

のではないかと思いますが、いかがでしょうか。

以上、３項目について質問いたしましたが、順

次前向きなご答弁を期待し、壇上からの質問とさ

せていただきます。

〇議長（川端澄男） 教育長。

（牧野正藏教育長登壇）

〇教育長（牧野正藏） 東健而議員のご質問にお答

えいたします。

ご質問が多岐にわたりますので、お答えが多少

前後いたしますが、まず第１点目から第３点目の

発掘調査の今後の展望、学芸員採用の見通し、県

への臨時学芸員要望依頼について、調査体制の整

備、確立という観点から一括してお答えさせてい

ただきます。

このことにつきましては、長期的視点からと短

期的視点からのアプローチが必要であろうと思っ

ております。ご存じのように、県内10市の中で専

門職としての学芸員が配置されていないのは当市

のみであります。長期的な視点から考えた場合に

は、当然ながら発掘調査ばかりでなく、文化財、

行政全般について万全な体制づくり、抜本的な課

題解決を目指さなければなりません。すなわち、

蛎崎城跡を含むさまざまな埋蔵文化財の今後の発

掘調査はもちろんのこと、開発行為に係る調査、

これまで収集されている歴史、民俗、考古などの

膨大な資料の整理、調査、あるいはまたそれらを

保管、展示する施設の建設構想など、文化財に係

る膨大な業務を日常的にこなしていく体制づくり

の構築が必要であるということであります。その

ためには、ぜひとも専門職の配置が必要でありま

すし、それも複数配置が必要であると考えている

ところであります。

しかしながら、このことにつきましては、今こ

こで具体的な採用計画を示せないことは大変残念

なことでありますが、今後とも市長部局と協議を

しながら、できるだけ早期の配置に努め、調査体

制の確立に努めていきたいものと考えているとこ

ろであります。

では、当面どうするのかという短期的な視点の

方でありますが、即戦力となる臨時職員あるいは

嘱託としての雇用ということも考えられるところ

でありますが、これにつきましては給料、住居な
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どの待遇面について限界がありますことから、県

に照会しても適任者がほとんどいないのが実情で

あります。そのため蛎崎城発掘のための我々のと

り得る現実的な当面の対応策といたしましては、

これまで七戸町の小山氏にお願いしてきたような

短期集中的な調査活動で、それも全面的に委託す

るという形態をとらざるを得ないということであ

ります。しかしながら、ご存じのように小山氏に

は、これ以上無理を言える状況にありませんし、

小山氏以外の専門家を独自に探すのもまた困難な

ところであります。また、地元の文化財保護審議

会委員の活用ということのご提案もいただきまし

たが、資格の点から見ましても難しいようであり

ます。今のところは、議員ご提案の県職員の短期

派遣に一縷の期待をかけざるを得ないのではない

かと思っているところであります。このことにつ

きましても、非公式には県と幾度となく相談をし

ているところでありますが、なお小山氏ともよく

相談しながら、議員及び地域の皆様のご期待にこ

たえられるよう取り組んでまいりたいと考えてお

りますので、もうしばらくお時間をおかしいただ

きますようお願い申し上げます。

次に、発掘調査を確実に進めるためには長期総

合計画にのせるべきとのことでありますが、現在

策定作業が進められている長期総合計画の基本構

想及び基本計画は、合併時に策定された新市まち

づくり計画をベースとして策定されております。

、 、新市まちづくり計画には 埋蔵文化財の調査研究

保護の推進、後継者などの人材育成等がうたわれ

ているわけでありますが、長期計画におきまして

も同様に、学芸員の配置をも含めて盛り込みたい

ものと考えているところであります。ただし、具

体的個別の事業につきましては、実施計画での取

り扱いとなりますので、その策定の際に改めて市

長部局と協議してまいりたいと考えております。

さて、次に観光的活用ということについてであ

ります。このことにつきましては、私どもの守備

範囲からいささか外れますが、以前にもお話しし

ておりますように、調査事業を通じて、何らかの

明確な成果が得られてから、市長部局とも協議を

してまいりたいものと考えております。

次に、川内地区の小学校の統廃合問題と教育環

境整備についてお答えいたします。１点目の閉校

と統廃合の住民説明及び２点目の教育委員会の説

明責任と関与についてでありますが、これはむつ

市議会第187回定例会で東議員のご質問にお答え

したところでありますが、川内地区小学校の統廃

合計画につきましては、平成17年11月11日に、川

内地区小・中学校校長会で説明したほか、11月

29日には蛎崎小学校、12月２日には第一川内小学

校、第二川内小学校、宿野部小学校、平成18年３

月２日には桧川小学校の保護者への説明会を開い

てきたところであります。さらには、地域全体を

対象としました川内地域地区会連絡協議会臨時総

会におきましても、地区会長さん方には平成17年

12月22日及び平成19年１月25日に、蛎崎町内会に

は平成18年11月７日、宿野部町内会には平成18年

11月20日に、桧川町内会には平成18年12月18日に

説明会を開催してきたところであります。地域住

民の中には、なぜ小学校は統合しなければならな

いのかという疑問をお持ちの方もいるとのことで

、 、ありますが 地域における説明会におきましては

逆に対象校の保護者、地域の方々並びに地区会長

さん方からも、好きな野球もできない子供たちの

教育環境を考えると、第一川内小学校の改築まで

待てない、早く統合してほしいとの意見が多数で

あったところであります。

また、これを裏づけるように蛎崎、宿野部、桧

川地区からは、第一川内小学校への統合を計画年

度を待たず早期に実施してほしいとの要望書の提

出がありましたことから、さきのむつ市議会第

、191回定例会におきまして予算の承認をいただき
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平成20年度で統合準備に着手しているところであ

ります。

３点目の閉校地域との連絡体制はどうなってい

るのかというお尋ねでありますが、閉校行事につ

きましては、各校とも学校、ＰＴＡ地域で実行委

員会を組織して、その主導で進めていただくよう

お願いするところであります。閉校式典は、校長

が主催することといたしておりますが、記念事業

及び式典後の語る会などの懇親会につきまして

は、実行委員会に主催していただくこととしてお

ります。

教育委員会はもっと関与すべきとのことであり

ますが、教育委員会といたしましては、各実行委

員会の意思を尊重することを原則としておりま

す。各校からの要望により式次第や市長及び教育

委員会からの感謝状の贈呈などにつきましては、

共通的、基本的な形を示しているほかは、各実行

委員会にお任せしているところであります。その

経費につきましては、各校とも一律60万円を交付

し、式典費用及び記念誌の作成費用の一部に充当

していただくこととしているところであります。

式典後の懇親会につきましては、会費制など自

己費用で賄い、公費は充てないようお願いしてい

るところであります。

４点目の閉校校舎等の跡地利用は、全国いずれ

の自治体でも直面している大変難しい問題の一つ

であります。当市では、今年度をもって閉校とな

る学校も含めて、11の学校跡地を抱えることにな

ります。学校跡地につきましては、教育行政の視

点からだけでなく、多角的な検討が必要であろう

と思いますが、いずれにいたしましても、地域の

方々にとりましては、親子代々が通った懐かしい

思い出の場、さまざまな思いが詰まっている場で

ありますので、その気持ちが何らかの形で具現化

されるようなことはぜひ念頭に置いておかなけれ

ばならないものと考えているところであります。

また、学校の歴史につきましては、閉校に当た

って発刊される記念誌に十分記載されていること

と思いますが、それとは別に、これまで閉校とな

った学校も含めまして、まとめて展示するような

ことも考えてまいりたいものと思っております。

また、学校備品となっております文化財は、当

然大事に保管されることになりますし、教材、備

品につきましては、受け入れ校に児童とともに移

動することとなります。受け入れ校で不要なもの

につきましては、他校に照会し、活用していくこ

ととなります。

次に、小中一貫教育の導入が必要であると判断

した根拠についてのご質問にお答えいたします。

平成17年度に策定したむつ市教育基本構想に示さ

れているむつ市の学校教育の推進目標、すなわち

知、徳、体の調和のとれた人間性豊かな児童・生

徒を育成するの基本理念を受けまして、むつ市教

育プランでは、山積する教育課題に果敢に取り組

み、義務教育の充実と改革に適切に対応してまい

りたいと考えているところであります。

導入の根拠についてでありますが、一つには児

童・生徒数の減少に伴う学校統廃合が進んでいる

ことが挙げられます。これは、在籍総数で比較し

た場合、今後10年で874名の減少が想定されるこ

と、また今後10年間の新入学児童・生徒数も毎年

小・中合わせて100名以上の減少が見込まれると

いうことであります。そのため平成20年度には７

校の小・中学校の統廃合が決定していることは議

員ご承知のとおりでございます。

二つ目は、確かな学力の向上を目指す観点から

であります。全国標準学力検査の平成13年から平

成18年までの平均成就指数の全国との比較では、

全国を100とした場合、小学校５年生及び６年生

、 、では101を超えておりますが 中学校２年生で98

中学校３年生で97であります。また、青森県が行

っております学習状況調査結果では、むつ市と県
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との通過率の差が小学校５年生では2.1であるの

に対し、中学校２年生では6.2と差が広がってお

ります。これは、学習の指導のあり方にもさまざ

まな問題があるかとは思いますが、小学校から中

学校への学習面でのスムーズな移行ができていな

いことに大きな要因があると考えております。

また、三つ目といたしましては、生徒指導上の

問題がございます 暴力行為及びいじめの1,000人。

当たりの発生率では、むつ市では県平均よりも下

回っており、よい状況でありますけれども、全国

平均よりも上回っております。また、30日以上の

不登校児童・生徒は平成13年から平成17年までを

比較いたしますと減少傾向にありますけれども、

小・中どちらも県平均を上回っており、深刻な状

況にあります。これは、小学校から中学校への移

行期に学習や進路、友達の人間関係づくりなどの

悩みを持つ児童が小学校６年生から中学校１年生

にかけて大きな不安と精神的負担を抱えてしまう

ことが原因であると考えております。このような

いわゆる中１ギャップを解消するために、小中一

貫教育を導入し、精神的に不安定な思春期に落ち

ついた教育環境で学習やスポーツ、文化活動に取

り組み、一人一人が個性を伸ばし、夢を持って充

実した学校生活が送られるよう、９年間を見通し

た望ましいカリキュラムで小中一貫した教育活動

を行っていくことがその目的であります。

、 、 、ちなみに 当市では 昨年先進地である品川区

京都市、奈良市、呉市の四つの自治体が発起人と

して発足しました小中一貫教育全国連絡協議会に

いち早く参加し、先進地の事例等の情報収集に努

めているところでありますが、その先進事例によ

りますと、９年間という長期スパンが児童・生徒

に落ちつきを与え、学力の向上、不登校の減少、

異学年交流等による情操面の向上をもたらしてい

るなど、すばらしい成果が報告されているところ

であります。先ごろ当市の教育民生常任委員会の

皆様方が品川区の小中一貫校の行政視察をなさっ

たところでありますが、私どもはこの小中一貫教

育を通じて、学校はもちろん、地域や家庭もそれ

ぞれがよりよい方向に向かって変容していくこ

と、すなわち教育力が高まっていくことを念願と

しているところであります。

次に、一貫教育ビジョンは市民から広く意見を

募り参考にすべきという点についてであります

が、まさしく議員ご指摘のとおりでございます。

教育委員会といたしましても、教育プランの作成

に当たり、その基本理念として公開を原則とし、

説明責任を果たしつつ、学校、保護者、地域が一

体となって進めていかねばならないと考えており

ます。10月の第４回検討委員会には、広くパブリ

ックコメントを求め、最終のまとめに向けてたく

さんの方々のご意見、ご要望を参考にしたいと考

えております。

また、議員ご提案の地区ごとのシンポジウムや

討論会などにつきましても、教育委員会といたし

ましては、今後の検討課題として前向きに検討し

ていきたいと考えております。

次に、市民と触れ合う教育環境の導入というこ

とについてでありますが、やはり議員ご指摘のと

おり、学校と地域が一体となった教育活動は、小

中一貫教育におきましても核となる部分でござい

ます。教育委員会では、小中一貫教育を進めるに

当たって、四つの柱の一つとして、信頼される学

校づくりを挙げております。その推進項目の一つ

が家庭、地域との連携の強化であります。地域、

家庭の学校経営に関する意見や要望を学校経営に

反映させていくことがまず大切であると考えてお

ります。また、学校評議員制度の活用や外部評価

による学校改善も重要であると考えております。

さらに、地域の特色や教育力を生かした教育活動

として伝統芸能への児童・生徒及び教職員の積極

的な参加、また地域の人材活用、地域の自然等の
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さまざまな教育環境を活用した教育実践を各学校

において積極的に推進していくことが重要である

と考えております。

次に、教育格差をどのように調整するかという

、 、ことについてでありますが 議員ご指摘のとおり

合併直後は旧むつ市と旧町村との間に若干の教育

格差が生じたのは確かであります。この教育格差

の解消のために、教育委員会といたしましては、

合併後の２年３カ月間、相当努力してきたつもり

であります。具体的には、学校訪問等で各教科の

授業を見て、今後どのように指導の改善を図れば

いいのか、各校の教職員と十分協議を重ねてきた

ところでありますし、さらには一人一人の子供た

ちが主体的に学習し、基礎的、基本的な内容を確

実に身につけることができるよう、個に応じた指

導の仕方にも改善工夫を強く求めてきたところで

あります。小規模校では、少人数であるという利

点を生かし、個々の能力に応じた指導がなされ、

成果を上げてきておりますが、生きる力の育成や

切磋琢磨するとの視点から考えますと、少々弱い

気がいたしておりますので、今後とも学校間での

交流学習、合同学習を計画的に実施してまいりた

いと、このように考えているところであります。

また、統合することにより施設設備の充実と教

職員数の増加等が教育格差の解消につながるもの

と考えておりますので、ご理解を賜りたいと思い

ます。

さらに、去る５月19日に報道されました大湊中

学校と大湊高校の連携型中高一貫教育に対する私

の発言についてのご質問にお答えいたします。ま

、 、ず 発言した場面についてご説明申し上げますと

前日の５月18日に青森市で開かれました高等学校

グランドデザイン会議の第１専門委員会の会議の

中でのことであります。私は、平成21年から平成

30年までの今後の県立高等学校のあり方について

検討する委員の一人として、第６回目の専門委員

会の中で私の考えを申し上げたものであります。

議員ご承知のとおり、連携型の中高一貫校を推

進しているのは、町村の部では田子町の田子高校

と田子中学校、市の部では大湊中学校と大湊高校

の二つの地域だけであります。大湊中学校と大湊

高等学校が連携型の中高一貫教育推進校としての

、 、指定を受けたのは 今から８年前の平成11年度で

翌年の平成12年度からは試行的に、平成14年度か

ら本格的に連携を開始し、現在に至っているとこ

、 、ろでありますが 翌平成13年度からことしの３月

平成18年までの６年間は文部科学省の研究開発校

として両校が中高連携のあり方を共同研究、実践

を重ねてきたところであります。しかし、今後ど

のようにしていくかにつきましては、現在討議さ

れております高等学校グランドデザイン会議にお

いて審議され、ことしの秋に答申の中で発表され

ることになっております。現在は、答申になる前

の中間まとめ、すなわち原案をつくっている段階

ですので、今の時点で態度を明確にしておかない

、 、と さらに平成21年度から平成30年までの10年間

協議されないままに、このスタイルを継続するこ

とが予想されたからであります。関係学校、地元

の教育委員会、県教育委員会の３者がこれまでの

成果を評価しながらも、今後の方向について協議

して決めることの内容を答申の中に盛り込んでほ

しいとの願いを込めて述べたものであります。し

たがって、現時点ではどのような答申の内容にな

るかは予想がつかないところでありますが、今す

ぐ結論を出すのではなくて、平成20年あるいは平

成21年度以降に協議して方向を決めることになる

わけで、現在在学している生徒、これから入学し

てくる生徒へも十分配慮していかなければならな

いという意味でソフトランディングという言葉を

用いたものであります。たとえ現在のスタイルで

の連携がなくなったとしても、大湊中学校と大湊

高校はいろいろな形で教員同士の交流を通して教
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科指導におきましても、生徒指導、部活動の指導

におきましても連携を継続していくことは当然の

ことであります。過去において両校は、他の地域

に先駆けて教科指導や生徒指導において既に緊密

な連携を図ってきた経験があり、その関係は今後

とも一層深めてほしいと思っているところであり

ます。しかし、現在の形態での連携を継続してい

くことには、大湊中学校からの入学生が極度に少

なくなり、６年間継続する一貫教育を実施すると

いう趣旨からも無理が出てきている現状でありま

すので、ご理解をいただきたいと思います。

以上でございます。

〇議長（川端澄男） 13番。

（ ） 、〇13番 東 健而 ただいまの答弁を聞きまして

十分理解いたしました。

蛎崎城の発掘調査については、ご答弁を聞いた

限りでは、どうも私だけがやきもきしているよう

な感じがいたします。しかし、私がせいているの

は理由があります。それは、この城の規模の状態

でございます。この蛎崎城が現在の段階で、今柱

の穴がちょっと見つかったばかりでございます。

その城の大きさ、その大きさによって、例えばそ

の近くにある家臣団の屋敷跡とか、それから一般

の市民がいたというような状態のところまでわか

ってくるわけであります。大きいか、小さいかで

す。そして、さらにこの後ろの方にあります今現

在蛎崎城の昔の城跡ではないかというような場所

につきましても、現在の段階でだんだんその姿が

見えてきたわけであります。それは、火の見やぐ

らというような場所であったと。それも小山先生

と相談しながら、いろんな蛎崎城の概略、全体像

を今私ができるだけ、私は年の話はしたくないの

ですけれども、先ほど61歳と言いました。61歳で

すけれども、次にまたこうして質問できるかどう

、 、かわかりませんので この先のことも考えながら

この蛎崎城のことも質問したわけであります。教

、 、育委員会の対応につきましては 私の予想どおり

現在学芸員２人を採用する予定であるというご答

弁をいただきましたけれども、なかなかお金の問

題も絡みますので、無理だということで納得いた

しました。

そこで、この蛎崎城の問題について、ちょっと

関連質問をいたしたいと思います。４点について

お伺いいたします。時間も余りないみたいですの

で。

まず１点目ですけれども、蛎崎城については、

今まで蛎崎の飛内賢司議員とともに訴えてきたと

おりでありますが、私たちギャラリーとしては、

どうしても教育委員会の対応が気にならざるを得

ません。教育委員会では、この史実に対してのと

らえ方、重要性についてどのように考えているの

か。蛎崎城の歴史的認識について教育長はどのよ

うにお考えをお持ちでしょうか。

次に、２点目、教育委員会の文化財保護審議会

。 、委員の役目についてお尋ねいたします 本市には

立派な審議委員の方々がおられます。私は、初め

はこの方々で発掘調査に取り組むことができない

ものかと思っておりました。しかし、学芸員では

ないので、できないとのことであります。役目に

市民の目が届かないのがちょっと疑問なところも

ございます。この蛎崎城の歴史的価値を審議する

のもこの委員の仕事ではないかと思いますが、こ

の対応がどのようになされているのかお伺いいた

します。

そして、３点目でございます。文化財保護審議

会委員の方々で蛎崎城に関しての議論がなされて

いるものと思いますが、蛎崎城のことに詳しい委

員がおるのでしょうか。今のところ何か他人任せ

で小山先生一人におんぶにだっこしているという

ような感じに思われて仕方がありません。審議会

では、どのようなことが話し合われているのでし

ょうか。また、委員の間でのとらえ方もはっきり
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しませんが、できましたら議論の過程をまとめて

文書を出していただければ大変ありがたいのです

が、それは可能でしょうか。

それから、もう一点、本市の文化財保護審議会

委員の役割はどうもはっきりしません。私たちか

ら見れば、いるのかいないのかわからないような

状態となっているような感じがいたします。今何

をしているのかだけでも、これは失礼ですけれど

も、どのような形で、いろんな議論がなされてい

ると思いますけれども、何を議論なされているの

か、それも教えていただければなと思います。

〇議長（川端澄男） 東健而議員、申し合わせの時

間が参っております。協力をお願いします。

〇13番（東 健而） では、これだけでよろしいで

すので、よろしくお願いいたします。

〇議長（川端澄男） 教育長。

〇教育長（牧野正藏） 最初のご質問は、教育長は

蛎崎城の歴史的認識をどのように考えているかと

。 、いうふうなことでございます やはり私は文化財

あるいは埋蔵文化財を含めまして、それを調査す

るということは、やはり市の歴史、あるいはまた

文化というふうなことの成り立ちというものを理

解するうえでは本当に欠くことのできない貴重な

財産であろうと、このように思っているところで

ありまして、そういう認識のもとにこれまでも教

育文化行政を進めてきたつもりでございます。

蛎崎城につきましては、東議員初め地元の皆様

方の大変熱心なこれまでの活動に対しましては、

本当に心からかねがね敬意を表しているところで

ございます。その歴史、遺跡につきましても、文

献資料を初めとしまして、平成14年度、平成15年

度の縄張り調査、それから平成16年度、平成17年

度の発掘調査成果などから中世の歴史を知る貴重

な財産であると認識しておりますので、今後とも

調査研究が必要なものであると考えているところ

であります。

次に、文化財保護審議会委員の役目等について

でございます。前後するかもしれませんが、お答

えさせていただきたいと思います。文化財保護審

議会は、文化財保護法の規定に基づきまして、教

育委員会の諮問に応じて文化財の保存とか、ある

、 、いは活用に関する重要事項について調査 審議し

これらの事項につきまして、私ども教育委員会に

建議するということを任務として設置されている

。 、 、 、ものでございます 委員の皆さんは 考古 民俗

自然、歴史などそれぞれの専門的な分野について

役割をお願いしているところでございます。調査

研究をしております主な現在の内容を申し上げま

すと、歴史考古の分野では、文化財埋蔵地調査、

飛行機製作家の工藤富治の資料収集、あるいは古

文書、呑香稲荷神社の俳諧額調査、自然の分野に

おきましては、芦崎の動植物、昆虫などの観察調

査、カワウの生息やウグイの遡上調査、関根浜な

どの海底林の調査、民俗の分野では民具の調査、

神楽の発祥系統、各町内との関連性の調査、その

ほか各地域に伝承されております文化芸術の分野

など、多岐にわたる調査研究をお願いしていると

ころでございます。しかし、その成果があらわれ

るまでには大変時間がかかるわけでございますの

で、議員がその活動内容が見えないというふうな

ことを言っておりますけれども、これ自体は地道

。 、 、な活動であります しかし 成果につきましては

その都度いろんな分野にわたって発表していると

ころでございまして、15名の文化財審議委員の方

には私どもの文化財行政発展のために大変ご尽力

をいただいているところでございます。

この成果等につきまして今申し上げましたけれ

ども、むつ市文化財調査報告など、あるいはまた

下北の海運などをテーマとしましたむつ市ふるさ

と展などにより展示公開し、文化財の保護保存に

ついての理解を深めていただいているところでご

ざいます。それでは、蛎崎城については話し合わ
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れないのかというふうなことでございますが、蛎

崎城につきましても、このような調査研究の一つ

として対応しております。東議員お話しのような

諸事情によりまして、発掘調査が中断しておりま

すことをご理解いただきたいと、このように思っ

ているところでございます。

以上でございます。

〇議長（川端澄男） これで、東健而議員の質問を

終わります。

次の議題は私に直接関係のある事件であります

ので、地方自治法第117条の規定により、除斥す

ることとし、副議長と交代いたします。

暫時休憩いたします。

午後 ３時５１分 休憩

午後 ３時５２分 再開

〇副議長（山本留義） 休憩前に引き続き会議を開

きます。

◎日程第２ 請願第１号の紹介の追加

及び取消し

〇副議長（山本留義） 日程第２ 請願第１号の紹

介の追加及び取消しを議題といたします。

（ 議長、議事進行」の声あり）「

〇副議長（山本留義） 23番川下八十美議員。

（23番 川下八十美議員登壇）

〇23番（川下八十美） お疲れのところ、貴重な時

間、議事進行を受けていただきまして心から感謝

を申し上げたいと存じます。

ただいまの請願第１号の紹介の追加及び取消し

についての案件でありますが、２点ほどお伺いを

いたしたいと思います。

その１点は、どうして紹介の追加と取消しを同

一の形で我々が審議しなければならなくなったの

か、その経緯をまず最初にお伺いをいたしたいと

思います。

〇副議長（山本留義） お答えいたします。

私も建設常任委員会の委員といたしまして、こ

のことにかかわりがありまして、心配していまし

た。川下議員もその席には傍聴して、その流れは

ある程度わかっていると思いますけれども、私も

心配していまして、地方自治法や過去の事例に基

づいて調べてみました。そういうことに関して違

法ではないということでありまして、全国市議会

議長会に照会をさせたところ、この場合の議事の

運営につきましては、新たな紹介議員を追加し、

紹介議員を取消すと、この二つの文書を出し、副

議長のもとで議会の議決を得ればよいとのことで

ありました。これを受けて本日議会運営委員会に

お諮りし、本日の議事日程に決定を見たわけであ

りますので、ご理解をいただきたいと思います。

23番。

〇23番（川下八十美） 私が聞いているのは、なぜ

追加と取消しを合体した形で提案しているのかと

いうことなのです。これは、一つ一つ分離してや

、 。ると 追加のところは議長の審査で十分なのです

取消しのところについては、議長の退席で私はよ

ろしいかと思います。だけれども、いずれにして

も、副議長が議長命を受けてこれを審査すること

になったわけでありますが、そこのところは了と

いたしておきましょう。

第２点目は、去る12日に私たちは本会議を開き

まして、本請願を建設常任委員会に付託いたしま

した。それに基づきまして、20日の午後１時から

建設常任委員会が開催されたと聞き及んでおりま

す。そこにおいて、飛内建設常任委員長から紹介

議員の出席を求めて、その場で紹介議員である川

端澄男議長が本請願の趣旨説明を行っておると聞

いております。というならば、私は結論から申し

上げますが、飛内委員長の委員会報告を私たちは

まだ受けていないのです。私たちは、飛内委員長
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の報告を受けた後に本案を本会議に提案をして審

査をすることが私は妥当だと考えておるからであ

ります。そして、本日の提案は、次の２点におい

て私は疑義があると思うからであります。

その第１点目は、21日付の書面であろうか、口

頭であろうか、これも定かではありません。申請

書をできるならば提出していただきたいと思って

おるところであります。がしかし、私は何として

も提案者である、請願者であるいわゆる町内会連

絡協議会会長さん、奥野賢一さんであります。私

は、きょう９時５分から９時25分まで奥野さん宅

に行ってまいりました。この世の中は、私のよう

な優しい人でも、面会すると、おどされたとか、

脅迫されたという時代でありますから、私は奥さ

んに同席を願って、そしてお聞きしてきました。

だが、21日の提案で、そしてきょうの９時の議会

運営委員会に提案された時点で奥野会長さんは、

追加の紹介議員の認識がありませんでしたよ。私

は、これをもってしても、やはり請願者と紹介者

の意思疎通がなされていない。しかもこの連絡協

議会は、12町内会の連合なのです。連絡協議会の

方々の意思が疎通されておるのでありましょう

か。ですから、私は、これは今早急にやるべき事

案ではない、委員長報告の後、ゆっくりとやるべ

きだと思っております。

それからもう一つ……

（ 議事進行」の声あり）「

〇23番（川下八十美） もう一つは、川端澄男議長

のこの取消しの件でありますが、今副議長も言わ

れるように、建設常任委員会が開催されて、川端

。 、澄男議長名で説明をされておるのです ですから

その報告を我々が受けてからでも取消しは遅くな

いのではありませんか。だから私は、この提案は

委員長報告の後に本会議に提案をして我々が審査

、 。をし そのままの形であっても私は賛成しますよ

、 、ただ 手順が間違っておるということを指摘して

議会運営委員会でそれを審議してもらうよう副議

長に要請をいたします。

〇副議長（山本留義） 議事進行がかかりました。

５番川端一義議員。

（５番 川端一義議員登壇）

〇５番（川端一義） 今、川下議員が議会運営委員

会でひとつ検討してくれと、こういうことですか

ら、基本はそうであっていいのです。そもそもは

、 、ここで議論をする 副議長に向かって議論をする

だれに向かって議論をしているのです。やはり副

議長は、早々にそういうことについては、それで

は議会運営委員会を開いて返答しましょう、いわ

ゆる議事進行に関する、受け付けに関する、常任

委員会の進行に関することですから、すべて議会

運営委員会で検討すべきです。ここで長々とああ

だ、こうだ、理由云々している場所でないはずな

のです。議長経験者でありますから、最後には議

会運営委員会でという言葉が出ましたから、その

ようにお取り計らいをお願いいたします。

〇副議長（山本留義） 暫時休憩いたします。

午後 ４時０２分 休憩

午後 ４時０３分 再開

〇副議長（山本留義） 休憩前に引き続き会議を開

きます。

16時25分から議会運営委員会を開きますので、

第３集会室にお集まりください。

暫時休憩いたします。

午後 ４時０４分 休憩

午後 ５時００分 再開

〇副議長（山本留義） 休憩前に引き続き会議を開

きます。

先ほど川下議員より請願第１号の紹介の追加及

び取消しについての議事の進め方について議事進

行がありましたが、先ほどの議会運営委員会にお
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いて、本日の議事日程のとおり進めることで確認

されましたので、よろしくお願いします。

それでは、請願第１号については、お手元に配

布しております資料のとおり、平成19年６月21日

付で斉藤孝昭議員より新たに請願第１号の紹介議

員となる旨の文書が、また同日付で議長である川

端澄男議員より請願第１号の紹介を取消したい旨

の文書が提出されております。

お諮りいたします。請願第１号の紹介について

は、これらの申し出を許可することにご異議あり

ませんか。

（ 異議なし」の声あり）「

〇副議長（山本留義） ご異議なしと認めます。よ

って、請願第１号については紹介の追加及び取消

しの申し出を許可することに決定いたしました。

ここで暫時休憩いたします。

午後 ５時０１分 休憩

午後 ５時０３分 再開

〇議長（川端澄男） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎散会の宣告

〇議長（川端澄男） 以上で本日の日程は全部終わ

りました。

お諮りいたします。６月25日から28日までは議

事整理のため休会いたしたいと思います。これに

ご異議ありませんか。

（ 異議なし」の声あり）「

〇議長（川端澄男） ご異議なしと認めます。よっ

て、６月25日から28日までは議事整理のため休会

することに決定いたしました。

なお、明６月23日及び24日は休日のため休会と

し、６月29日は付託議案審議及び議員派遣を行い

ます。

本日はこれで散会いたします。

午後 ５時０４分 散会
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